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1.研究の目的と方法 

 

2011 年（平成 23 年）3 月 11 日以降の東日本大震災において、医療用医薬品（1）が岩手

県、宮城県、福島県内の病院や診療所また調剤薬局、すなわちこれらの医療機関に対して

どのように医薬品卸ルートから安定供給されたのかについて検証する。 

また今後も想定される大規模災害を見据えたとき、安定供給の支障となりうる制度・商

慣習、ジレンマなどを抽出し、さらにそこから生み出される課題の解決に向けて、主に連

携という見地から医療用医薬品流通をマネジメントする方向性について検討を進める。 

当時の状況の把握については、国内における大手医薬品卸の販売データに基づき、医療

用医薬品の供給量や供給件数を時系列でグラフ化する。また、震災当時に供給を担ったこ

の医薬品卸の管理職などへのインタビューや当時の議事録などの社内記録、さらに行政・

民間の対応、流通網の状況、医療用医薬品流通の制度や商慣習を含めた広範な動向、先行

研究を照らし合わせる。 

これらによって、医療業界全体として、適正な生産量や備蓄量の把握と確保を行い、拠

点・施設や設備の充実や流通網などのインフラ整備を進めることが重要である。一方、医

薬品卸が主体性をもって、現在、進展しているとは言い難い組織的かつ広範な連携による

体制づくりを地域密着により事前に進め、それらをリスクマネジメントの中でも重要な位

置づけのひとつである事業継続計画すなわち BCP（Business Continuity Plan）構築に反

映することにより、社会性を重視した医療用医薬品の安定供給に結びつくと考える。 

 

2.リスクマネジメントと BCP 構築の意義 

 

(1）リスクマネジメントについて 

 「リスクマネジメントとは、企業の価値を維持・増大していくために、企業が経営を行

っていく上で、事業に関連する内外の様々なリスクを適切に管理する活動である」と経済

産業省が主宰したリスク管理・内部統制に関する研究会の報告文書において、その冒頭に

記されている（経済産業省 2003,p.1）。 

リスクマネジメントは歴史的には、インシュランスマネジメントの本格的な展開とそれ

を含むリスクマネジメントの成立を受けて、1960 年代に入り、Mehr and Hedges による体
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系化の研究（Mehr and Hedges 1963）などが先駆けとなり（2）、この 1960 年代にさらにリ

スクに対して保険管理するという捉え方からリスクマネジメントの研究が活発化した。 

その後、リスクマネジメントの定義についてはさまざまな議論がなされた（武井

1987,pp.42-43）が、経済的なリスクとしては確率的に処理が不可能であるリスク（真の不

確実性）と、確率的に処理が可能なリスクとに区分し、後者について社会的・政治的・マ

ーケットなど社会科学的要因で発生する「投機的（市場）リスク」と、災害や病気、交通

事故などの「純粋リスク」に分類されるようになった。狭義のリスクマネジメントがこの

純粋リスクに対するリスクマネジメント（3）である。 

リスクマネジメントは、リスク工学のすべてではないが、たとえば企業が地震などの災

害リスクについて考える際の一般的枠組みは、リスクマネジメントという概念でほぼカバ

ーできていると考えられる。 

2002 年に土木学会が実務技術者向けに行ったセミナー「地震リスクマネジメント-その

必要性と課題について-」の発表原稿がオンライン公開されている（土木学会 2002）。その

中でも特に、兼森が「話題提供 4」としての論文「リスク移転方法とリスクプライシング」

において、最小コストで最大効果を上げるという観点からリスクマネジメントをとらえ（兼

森 2002,p33）、一般的なリスクマネジメントの原則に従ってリスクの期待値や標準偏差の

分布を数値化する方法についてまとめており、工学的な視点と経営分析的な視点がリスク

マネジメントというキーワードにおいて交差していることがわかる（兼森 2002）。 

さらに、リスクマネジメントをロジスティクスやサプライチェーンの観点から研究した

論文が多くある。 

Christopher and Peck によると、英国における 2000 年の燃料抗議による混乱や 2001 年

の口蹄疫の発生、また 2001 年の北米での洪水など、不確実性と激動の中にあって、サプラ

イチェーンの脆弱性が多くの企業にとって重要な課題になっており、サプライチェーンが

より複雑になるにつれてリスクも高まっているとして、サプライチェーンの構築によって、

そのリスクを管理および軽減することが重要であると述べている（Christopher and Peck 

2004）。 

また、矢野は「東日本大震災を契機として、ロジスティクスのリスク対応に関する考え

方は大きく変化した。従来の経営効率のみを重視する考え方から、リスクマネジメントを

含めた全体最適を求める傾向が強まっており、具体的施策を講じている企業も多い」との

現状を示している（矢野 2014,p.64）。 
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これらの他にも、災害に対するリスクマネジメントについては、多くの研究がなされて

おり、例えば、多々納は、災害リスクの特徴や総合的なリスクマネジメントの施策構成の

必要性と地域間の相互連携の重要性を示して、学術論文としてまとめている（多々納 2003）。 

 また、マネジメントの特性と併せて経済評価にまで言及した小林・横松の論文では、災

害リスクマネジメントを 2つに分類し、災害リスクを制御する方法について詳細に説明し

ている（小林・横松 2002,p.2）。 

具体的には、まず、リスクコントロール（4）である。これは「災害リスク事象の生起確率

そのものを減少させる技術」であり、「災害の生起確率や被害額を減少させる防災投資」「緊

急時における避難・誘導システムや交通・情報・通信システムの管理・運営技術、復旧マ

ネジメント手法」がリスクコントロールであるとしている。次にもうひとつ、リスクファ

イナンスである。これについては「災害保険等によりリスクを分散する手段」である。し

かし「社会全体で生じた富の総損失額が変化するわけではない。被害額が他人に移転した

だけである」としている（小林・横松 2002,p.2）。 

 なお、近年、BCP などの取組みと調和させる形で、サプライチェーンリスクマネジメン

ト（SCRM）の考え方も注目されている（青地 2018）。青地によると、SCRM とは、サプライ

チェーンに影響を及ぼす様々なリスクを体系的に特定・分析・評価し、リスクを低減する

ための戦略と対策を策定・実行し、継続的に管理していくためのプロセスのことである（青

地 2018,p.256）。青地はサプライチェーンリスクとして、自然災害、政治リスク・地政学

リスク、情報漏えいリスク・サイバー攻撃リスク、枯渇性資源と紛争鉱物、環境問題・生

物多様性、人権問題・企業の社会的責任（CSR）調達を挙げ（青地 2018,pp.257-259）、これ

らに対する SCRM 構築のフレームワークを示した。 

 

(2）リスクマネジメントにおける BCP 

 次に、経済産業省の主宰したリスク管理・内部統制に関する研究会の報告文書（経済産

業省 2003）を中心に、リスクマネジメントの一般論を概観し、その中での BCP 構築につい

ての位置づけを考察する。 

 この研究会においては、「リスクマネジメント目標を設定し、許容できるリスク量を定め

なければならない。その上で、その目標の範囲内に残留リスクが収まるように、リスク対

策を選択しなければならない。残留リスクについては、『R－C＝E』の関係式により決定さ

れる」としている（経済産業省 2003, p.19）。 
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 ・Risk [R]⇒対応を全く想定しない状態のリスク 

・Control [C]⇒リスクを減少させるための対策 

・Exposure [E]⇒リスク対策を講じた後の企業が直面している残留リスク 

このように定め、「したがって、残留リスク E を小さくするには、リスクを減少させる

対策 C を強化することが必要となる」（経済産業省 2003,p.19,英文の[ ]は本稿筆者が付

記）という考え方から、さらに、「E を小さくするためのリスクへの対策 C には様々なも

のがある。具体的には、例えば次のように分類できる」として対策の基本的な類型を 4つ

挙げている（経済産業省 2003,pp.19-20）。 

なお、この基本的な対応についてはリスクを広く捉えた考え方であり、災害だけにとど

まるものではない。 

 4 つの基本的な対応は、リスクの頻度と、一つひとつのリスクの大きさによって、①移

転（リスクを保険、契約等により他へ転嫁したり、分担させたりする。）、②回避（経営資

源を発生の可能性のあるリスクに関係させない。）、③低減（リスクの影響度又は発生可能

性を低減させる。）、④保有（上記の対策によらず、リスクをそのまま受け入れる。）と区分

けされている（経済産業省 2003,pp.19-20）。 

 低い頻度で起きる大きなリスクに対応する①の「移転」は、先に述べたリスクファイナ

ンスである。代表的には「保険契約」による対応を指すが、金銭的には無償であっても互

いに一定の義務を負う双務契約を含め、「有償無償を問わず、リスク発生時に他者のリソー

スを使わせてもらう約束をする」と広くとらえることが現実的であろう。医薬品供給の災

害への対応について限れば、燃料供給や交通規制道路で優遇を受けるため他の企業・団体・

自治体等と協定を結ぶことなどが相当する。医薬品卸は大規模災害への備えをガソリンス

タンドなどに求めるとともに、自治体や医療機関への供給リスクを引き受け、自らの人的・

物的な負担で備えに対応することになる。もちろんリスクを移転するにあたり、移転され

る側へ「保険料」を払うケースも考えられる。例えば経済産業省は自家発電機を備えるな

どの要件を満たしたガソリンスタンドである「住民拠点サービスステーション」への補助

金事業を進めている。もし民間ガソリンスタンドが機能を失えば、政府は仮設ガソリンス

タンドを設置するなどの対応を迫られる。政府はそのリスクを民間の負担で下げてもらう

ことに対して、幾分かの保険料を払っていると考えられる。 

 次に、高い頻度で起きる大きなリスクに対応する②の「回避」については、リスクを含

む取引や事業を避けることを意味するので、供給責任という観点からは、「回避」によって
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処理できる災害リスクはほとんどない。例えば「代替的な輸送ルートをあらかじめ調べて

おくこと」は回避のように思えるが、事業を継続するのであればここでいう「回避」では

ない。通常より高価または遠回りな経路を使うことによって事業機会の完全喪失を避ける

という意味で、後で述べる「低減」の一種と考えるべきである。 

リスクと内部統制に関する経済産業省の研究会報告で、企業にとってのリスクを「『企業

が将来生み出す収益に対して影響を与えると考えられる事象発生の不確実性』として、む

しろ、企業価値の源泉」と捉える近年の見方があると論じられている（経済産業省 2003, 

p.16）。リスクに立ち向かい、一定の義務を果たすことは営利を求める事業には必須であり、

低成長下で国内外に収益機会を探していかねばならない現在の状況では、ますます重要に

なるであろう。 

高い頻度で起きる小さなリスクに対応する③の「低減」は、日頃からの活動で災害の影

響を小さくすることであり、先に述べたリスクコントロールがこれにあたる。災害は低頻

度で大きなリスクだとしても、いったん起きた災害が多くの小問題を引き起こすことが高

い確率で予見されるとき、平時からの備えによって小問題それぞれの影響を低減すること

もここでいう「低減」に含まれると考えられる。BCP の構築は基本的にはこれをめざすも

のであると考えられる。より一般的には施設の耐震化・免震化、連絡網や支援手順の取り

決め、在庫の小口分散化、代替的な輸送ルートや物流施設の確保・維持といったことが含

まれる。 

 ④の「保有」については、影響が小さく対策費に見合わない事柄を放置するものであり、

本稿の主な関心事ではない。 

 一方、内閣府が主宰した検討会において「我が国経済の災害リスクマネジメント力向上

にむけて」と題する報告が取りまとめられた（内閣府 2017）。これによると、「事業者にお

ける防災対策、すなわち、災害リスクマネジメントは、BCP の策定や施設の耐震化等によ

り、リスク自体を減らす災害リスクコントロールの取組みと、保険や資金調達枠の確保等

により、リスクを共有（移転）または適切に保有することで経営への影響度を緩和する災

害リスクファイナンスの取組みに分けられる」とあり（内閣府 2017, p.1）、ここでもリス

クマネジメントにおける BCP の構築が、リスクへの対応の中でリスクを減らすことである

と明確化している。やはり、災害リスクマネジメントについても、災害リスクコントロー

ルと災害リスクファイナンスの 2 つに分類され、BCP 構築の取組みについては災害リスク

コントロールの中に位置づけられているということである。 
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 また、Zsidisin,Melnyk and Ragatz は、リスクマネジメントの本質を分析する際に、サ

プライチェーンのリスクとBCPについて触れている（Zsidisin,Melnyk and Ragatz 2005）。

サプライチェーンが予期しない供給の混乱にも耐えられる堅牢さを持つために、BCP が重

要な位置づけになると認識されている（Zsidisin,Melnyk and Ragatz 2005,p.3402）。 

さらに、リスクコントロールの活動は、Mcdonald によって 2 種類に分けられるとしてい

る（Mcdonald 1966,p.3）。ひとつめは、火災、爆発、盗難、その他の災害の防止であり、

ふたつめは、防止努力にかかわらず、どのような事故が発生した場合でも事業体が存続で

きるように経済的準備をすることであると述べている。 

 「②回避」で述べたとおり、「企業にとってのリスクとは、狭義には『企業活動の遂行を

阻害する事象の発生可能性』と捉えられるが、近年では、リスクについて『企業が将来生

み出す収益に対して影響を与えると考えられる事象発生の不確実性』として、むしろ、企

業価値の源泉という見方で積極的に捉えられるようになってきている」との考え方が示さ

れており（経済産業省 2003, p.16）、リスクを広く捉え、また、リスクについて「企業価

値」の源泉としての捉え方をしている点が、本稿において費用や便益などの経済的評価を

考察する上でも重要なキーワードになると考える。 

 以上、リスクマネジメントの一般論を概観し、その中での BCP 構築についての位置づけ

を探ってきた。リスクマネジメントと BCP との関係を示すと、図-1 のとおりである。 
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リスクマネジメントの中から経済的なリスクのみを取り出すと、その中に「狭義の」リ

スクマネジメントがあり、これが災害などに対するリスクマネジメントである。このマネ

ジメントの方法には、リスクコントロールとリスクファイナンスがあり、BCP については、

リスクコントロールの中に位置づけられている。ただし、たとえば災害時の施設使用など

をあらかじめ協定や契約で確保しておくリスクファイナンスは、BCP の前提条件を整える

ことになるため、現実の BCP には、リスクファイナンスの要素が混ざりこんでいるという

考えもある。 

いずれにしても、BCP の構築は、リスクの影響度又は発生可能性を低減させるためのリ

スクマネジメントの重要な取組みのひとつであり、また仕掛けであると考えられる。 

 

(3）BCP 構築の意義 

 

①一般的な BCP の捉え方について 

 一般的に BCP とは、災害などの発生により影響を受けた事業インフラを迅速かつ効率的

に復旧もしくは持続させるための広範なプラン設計である。ただし、「迅速」「効率的」と

いう点に着目してみても、災害などの発生後、どのレベルでの復旧を求め、どれくらいの

時間軸と効率性において達成とし、その達成目標を定めるのかについては、災害の状況を

はじめとする外的要因や業種・業態などによって多くの視点や分析方法があると考える。

その目標を定めた上で、事象が発生してから目標レベルの操業度で事業を継続させる、も

しくは目標レベルの時間内に操業度を復旧させるのが BCP の概念であり、具体的に縦軸を

操業度とし、横軸を時間軸としたときに、事業継続計画（BCP）における概念は、図-1-1 の

とおりである。 
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経済産業省においては、BCP の位置づけを「企業存続の生命線である事業継続を死守す

るための行動計画」としている（経済産業省 2005）。ここでさらに、「重要度や緊急度に応

じた優先順位をつけて、事業継続にあたってのボトルネック(事業継続上、重要な箇所・事

象)を特定し、事業継続上、ボトルネックを守るために対策検討・実施するものである」と

記載されている。 

また、学術論文では苦瀬が、さらに具体的に BCP の定義・対策・効果に分けて示してい

る（苦瀬 2016）。 

BCP の定義として、「事業資産の損害を最小限にとどめ」「従業員や資産の損害状況を速

やかに把握し」「事業の継続と早期復旧するために、事前対策と、被災後の応急対策と復旧

対策をたてること」とし、3 つの対策として「予防対策」「応急対策」「復旧対策」を挙げて

いる。さらにそれらの取組みの結果として、「減災」「応急措置の早期完了」「復旧期間の短

縮」の 3 つの効果を発現させることによって、「顧客の信用を維持し、会社と従業員を守

り、結果として地域を守ることにもなる」とまとめている（苦瀬 2016,pp.68-70）。 

なお、この設計を包括し、さらに周知徹底やメンテナンスなど具体的な運用・活用に向

けた仕組み構築などマネジメント全体における取組みについては BCM（Business 

Continuity Management）と位置づけられている。 

一方、BCP についての研究は、東日本大震災に関連するものだけでも活発である。列記
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してみると、東日本大震災の状況を踏まえて効果的に代替拠点の確保をするための方法や、

サプライチェーンの課題とその対策をまとめた学術論文（丸谷 2011）、東日本大震災前後

における企業の BCP への認識の変化を調査し、その結果、大震災を契機として企業の BCP

に対する認識、特に経営トップの認識が強くなったことを明らかにした学術論文（岡田

2013）などがある。 

また、東日本大震災において、BCP や BCM に関連してセキュリティや個人情報の取扱い

などの IT 関連リスクが問題となった点を原田が指摘している（原田 2011）。 

さらに、亀井は、一般的な企業の BCP において、東日本大震災で露呈した問題点を示し

ている（亀井 2012）。 

ここでの指摘は、「①津波を受けて中核事業が壊滅、②原発事故の避難域内の企業や跡形

もなく流された企業にとってもはや目標復旧時間という概念が意味をなさない、③津波の

場合、予め協議していた取引先を含む地域全体が壊滅、④広域災害であったので代替資源・

代替案も被害を受けた場合がある、⑤巨大津波や原発事故などは想定外であり、共通認識

形成の対象にすら入っていなかった」と総括している（亀井 2012,p.53）。 

この大災害において、当時は「想定外」という認識があり、そのような発言が多くなさ

れた。それらの認識や発言に対して、非難や問題点の指摘も数多くあったが（5）、やはり BCP

の構築とその推進に当たっては、基本的なことではあるが従来より想定範囲を広げておく

ことが必要となるのであろう。 

 

②医療の視点からの BCP について 

 一方、災害医療体制と BCP について明らかになった課題は、厚生労働省医政局が各都道

府県知事などに対して通達した「災害時における医療体制の充実強化について」にまとめ

られている（厚生労働省 2012）。 

 これによると、災害時に備えた応援協定の締結として、「都道府県、政令市及び特別区に

おいては、災害拠点病院（6）を初め、公的医療機関、民間医療機関、医療関係団体等との医

療に関する応援協定の締結に配慮すること。また、傷病者、医療チーム、医療物資等の緊

急輸送に関して、地域の実情に応じて、消防機関、自衛隊、海上保安庁、公共輸送機関等

との協定の締結も配慮すること。また、協定を締結した後も、随時見直しを行うことが望

ましい」としている（厚生労働省 2012）。 

また、医薬品等の確保体制の整備として、「医薬品等の供給確保については、厚生労働省
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防災業務計画により各都道府県において策定することとされている医薬品等の供給、管理

のための計画に基づいて体制を整えておくこと」とある（厚生労働省 2012）のが、BCP の

構築に際しての体制づくりという点で、興味深い内容である。 

災害時における関係機関との連携についても、「都道府県は、あらかじめ、消防と医療機

関及び医療機関相互の連絡体制の整備を図るとともに、医療機関の連絡・連携体制につい

ての計画を作成するよう努めるものとする。また、地域の実情に応じて、広域後方医療施

設への傷病者の搬送にあたり、拠点として使用することが適当な民間空港、自衛隊の基地、

大規模な空地等をあらかじめ抽出しておくなど、災害発生時における救急医療体制の整備

に努めるものとする」として（厚生労働省 2012）、連携の重要性を訴えている。 

 これらのほかに、災害拠点病院の整備、災害医療に関する普及啓発・研修・訓練の実施、

病院災害対策マニュアルの作成など、厚生労働省は BCP として災害時における広範な医療

体制の充実強化の重要性を示した。 

 それに続いて、その翌年の 2013 年、厚生労働省医政局は各都道府県衛生主管部（局）長

に対して、「病院における BCP の考え方に基づいた災害対策マニュアルについて」と題する

発令を出した（厚生労働省 2013）。 

 これによると、「医療機関は自ら被災することを想定して災害対策マニュアルを作成す

るとともに業務継続計画（以下「BCP」という。）の作成に努めるようお願いしています」

と、BCP 構築への要望を再確認するとともに、その中に、平成 24 年度厚生労働科学研究「東

日本大震災における疾病構造と死因に関する研究」（研究代表者：小井土雄一（独立行政法

人国立病院機構災害医療センター）の報告書が取りまとめられ、当該報告書においてさら

に別添「BCP の考え方に基づいた病院災害対応計画作成の手引き」が示された。これを各

病院における災害対策マニュアルの整備に活用できるよう周知をしてほしいとして、病院

に対しての BCP 構築に向けてさらに具体的な内容の事例を示す形で、BCP 構築への後押し

をしている。 

 この災害対策マニュアル作成の手引きの中で、BCP の捉え方としては「BCP とは、一言で

言うと、震災などの緊急時に低下する業務遂行能力を補う非常時優先業務を開始するため

の計画で、遂行のための指揮命令系統を確立し、業務遂行に必要な人材・資源、その配分

を準備・計画し、タイムラインに乗せて確実に遂行するためのものである」と定めている 

（小井土 2013,p.1）。このマニュアルにおいて、BCP による目指すべき方向性がより具体的

に医療機関に対して明示されたと考える。 
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また、病院における BCP が、「災害時の病院における事業の中心は病院機能を維持した上

での被災患者を含めた患者すべての診療であり、それらは、発災直後からの初動期、急性

期、その後の亜急性期、慢性期へと変化する災害のフェーズに対して継ぎ目無く可及的円

滑に行われるべきであり、病院の被災状況、地域における病院の特性、地域でのニーズの

変化に耐えうるものでなければならない」としている（小井土 2013,pp.1-2）。 

医薬品メーカーや医薬品卸にとっても、このように病院における BCP として定められた

方向性を全面的に支援・協力していくことが大きな目標となるであろう。その目標達成の

ための BCP 構築が、医薬品メーカーや医薬品卸にとって最優先に位置するべきものである

と考える。 

 さらに、この災害対策マニュアル作成の手引きの中で、病院が機能を維持するためのラ

イフラインとして、外部からの供給が遮断された場合の暫定的な対応、外部からの緊急手

配、復旧の手順等が検討されている必要があるとの考え方から、自家発電とそのための燃

料、食料飲料水、医療ガス、通信、そして医薬品などが挙げられている（小井土 2013,pp.10-

11）。この「医薬品など」については、チェック項目として、「医薬品の備蓄はある」「医療

材料の備蓄はある」「医薬品が優先して供給される体制はある」「医療材料が優先して供給

される体制はある」と列記されており（小井土 2013,p.11）、病院が機能を維持するための

ライフラインとして、医薬品が重要な位置づけであることがここで示されている。 

 なお、厚生労働省は、「厚生労働省防災業務計画」という計画を 2001 年に定め、それ以

以降は毎年検討を重ね、2017 年にも修正をしている。この計画は、「厚生労働省の所掌事

務について、防災に関し講ずるべき措置及び地域防災計画の作成の基準となるべき事項等

を定め、もって防災行政事務の総合的かつ計画的な遂行に資することを目的とする」とし

て（厚生労働省 2017a,p.6）、厚生労働省が展開すべき詳細な指針が示されている。ここに

おいて、災害予防対策のひとつとして「医薬品等の安定供給の確保」が掲げられており、

情報網の整備、搬送体制の確保、供給、管理等のための計画などが医薬品等の安定供給に

向けた重要な項目であるとして挙げられている（厚生労働省 2017a,pp.14-15）。 

また、災害応急対策のひとつとしても「被災地の状況把握」「医薬品等の確保及び供給」

「医薬品等の仕分け及び管理」が掲げられており（厚生労働省 2017a,pp.40-41）、さらに、

関係各所との連携、情報共有、要請や支援のあり方が示されているほか、被災地の状況把

握と医薬品等の確保及び供給については、災害の進展に応じた具体的なフロー図も示され

ている（参考図-1 を参照）。 
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これらの動きを受けて、都道府県レベルの「地域防災計画」を基礎として、近年、ガイ

ドラインが確立しつつある。 

たとえば、東京都における例を「地域防災計画」や関連文書から抜粋すると次のように

なる。 

・発災から 3日間は供給が途絶することを想定する。薬局は 3 日分の販売量、東京都は

災害指定病院 75 ヵ所に各 500 人分の緊急用医薬品、災害指定病院も自らの 3 日分の

使用量を確保する（東京都防災会議 2014,p.348）。 

・市区町村は医療救護班用及び避難所用の医薬品等を 3日分備蓄する（東京都防災会議

2014,pp.359-360）。 

・医師である災害医療コーディネーターが平時から都下レベル、二次保健医療圏域レベ

ル(12 区域)、区市町村レベルで指定されている（東京都福祉保健局 2013,p6）。 

・卸の機能が正常化するのは 1週間と見込まれており、それまでの不足する医薬品等は

災害医療コーディネーターが優先供給先について指示・調整する（東京都福祉保健局

2013,p7）。 

現時点ではこれらの取組みや考え方が広く共通認識となっているわけではなく、過渡期

であろうと思われるが、今後も大規模な災害においては、このような活動の重要性が高い

と考える。 

なお、薬剤師を対象とした災害対策マニュアル（富岡ら 2012）については、日本薬剤師

会がホームページで紹介するなどの展開がある。 

 

③医薬品卸の視点からの BCP について 

 日本医薬品卸売業連合会が定める災害対策マニュアル作成ガイドラインは、「災害発生

時においては、緊急医薬品配送を安定的に行うことが医薬品卸業に与えられた社会的使命

である」（日本医薬品卸売業連合会 2011,p.5）、「災害発生直後は現場での状況に応じた機

動的な対応が最も重要であるが、災害に備えた事前準備は被害を最小限に抑え、災害復旧

への迅速対応を可能にするもので、十分な事前対策が重要である。そのため卸企業は、災

害時においても事業を継続することを可能にするための災害対策マニュアルを作成するこ

とが必要である」（日本医薬品卸売業連合会 2011,p.13）としている。 

医薬品卸が期待される役割を果たすために、このガイドラインでは、まず災害に備えた

事前対策として、以下の項目を挙げている（日本医薬品卸売業連合会 2011,pp.13-16）。 
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「災害協定などを結んでいる場合はその中で自社が担う役割を確認し、その対応体制を

事前に整備しておくこと。 

従業員の安否確認のシステム化を含めた緊急時連絡網の整備をしておくこと。 

停電時の通信手段の確保・システム対策・物流対策をしておくこと。 

管轄警察署への緊急配送用車両の登録により道路封鎖時に通行許可車両として使用で

きる準備をしておくこと。 

災害発生後 3日間の医療機関からの緊急医薬品供給要請に対応するため、緊急医薬品な

どの在庫・バイクや自転車の配備・非常用食料や飲料水などの災害備蓄を確保しておくこ

と。また、支援物資のリストを作成して事前調達と災害発生時に調達するものを明確にし

ておくこと。 

燃料対策として優先給油方法の事前確認と燃料を入れる容器の準備をしておくこと。 

建屋の耐震補強や免震構造の採用について、多額の費用を必要とするので計画的に実施

すること。 

物流センターや本社・事業所の代替拠点の事前設定、また本社の主要部門については部

門長の代行者の設定と主要業務の遂行に必要な人員が確保できる体制を整備しておくこと」

としている。 

以上のように、災害に備えた事前対策を掲げることと併せて、さらに以下のとおり、実

践に即した災害発生時の対応措置という観点からもガイドラインにて定めている。 

災害発生時の対応措置としては、以下のとおりの内容である（日本医薬品卸売業連合会

2011,pp.19-20）。 

「本社・現地に災害対策本部を早期に立ち上げること。 

避難所・従業員宅の訪問や安否確認システムなどの活用により従業員・家族の安否確認

を行い、本社災害対策本部へ報告すること。また建物・物流センターなどの被害状況の把

握と在庫状況の確認を行うこと。ライフライン（電気、水道、ガス）や通信機器の作動状

況の確認を行うこと。 

二次災害防止の措置と被災した場合の代替施設での円滑な業務をめざして対応を整え

ること。また被災していない地域からの支援要員を確保すること。これら後方支援体制の

確立をすること。 

交通ルートの状況を把握するとともに医薬品の搬送ルートの確保に努めること。また、

バイクや自転車等を利用すると同時に、早い段階で卸組合等に支援を要請すること。 
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被災地事業所への緊急医薬品の手配や自治体・卸組合等・卸企業・メーカー各社等との

連携を図ること」。 

以上のようなガイドラインの各項目は、安定供給をめざす医薬品卸が BCP を構築するに

際して織り込むべき重要な方向性であり、また指針となるものである。現在、医薬品卸各

社はこのガイドラインに基づいて対策を進めている。 

さて前述のとおり、東京都においては、「発災から 3日間は供給が途絶することを想定す

る」もしくは「卸の機能が正常化するのは 1 週間と見込まれており」とのことであるが、

医薬品卸の緊急医薬品の供給に限ると「災害発生後 3 日間の医療機関からの緊急医薬品供

給要請に対応する」という強い姿勢がガイドラインで示されている（日本医薬品卸売業連

合会 2011,p.15）。医薬品卸は、緊急を要する医療用医薬品の供給要請については、3 日間

もしくは 1 週間にわたって供給ができないということを BCP の構築に際して想定はしてい

ない。 

実際に医薬品卸各社は、組織体制を構築し、限られてはいるが緊急医薬品や飲料水など

の備蓄を日常から確保しており、また、耐震・免震構造の施設の建設を進めている。安定

供給に向けたこれらの取組みを BCP にも織り込んでいる。しかし、3 日以内に安否確認や

物流・システム体制をはじめ、安定供給への体制を立て直す事前準備を十分に整えて、通

常の供給体制に復旧することを目指すのが現実的であろう。 

このガイドラインに基づき医薬品卸各社が、各々の現機能、現組織や体制を改めて認識

し、課題を抽出して必要に応じて見直しを図り、取り巻く環境などを考慮しながら、さら

に実践に即したものに充実させていくことになるであろう。そのための礎となるのが、こ

のガイドラインの各項目である。災害などの発生時においては、構築されたその BCP に基

づいて最優先で取り組むことになる。ただし、このように詳細に定めているガイドライン

であるがゆえに、取り巻く環境変化や、組織・機能の変化、技術の進展などに応じてきめ

細やかなメンテナンスと啓発が求められる。 

なお、このガイドラインは、その他に初動 3 日間に需要が見込まれる緊急医薬品（医療

用医薬品）のリスト（日本医薬品卸売業連合会 2011,pp.21-23）や東日本大震災において

実際に宮城県から宮城県の医薬品卸に発注した医薬品リスト（日本医薬品卸売業連合会

2011,pp.26-27）なども掲載されており、非常にていねいな構成となっている。 

以上、リスクマネジメントと BCP 構築の意義について、行政・医療機関、また医薬品卸、

それぞれの観点を含めて確認してきた。 
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3.医療用医薬品供給の特性 

 

(1)医療用医薬品流通の位置づけ 

厚生労働省が公表した「医薬品産業強化総合戦略」の中で、医療用医薬品流通について

の位置づけや医薬品卸の重要な役割（7）などについて、以下のとおり記載されている（厚生

労働省 2015）。 

「我が国の医療用医薬品流通は、全ての医療用医薬品等を全国津々浦々の全ての医療機

関等に必要な時に必要な量を必要な場所に迅速かつ的確に供給することにより、医療機関

等、保険者、製薬企業等と同様に国民の健康・生命の維持のための重要な役割を担ってい

る。東日本大震災などの災害時にも医薬品等の迅速かつ安定的な供給に努めるなど、大き

な社会的責任を果たしており、平時の際も災害時も、医薬品卸売業者が引き続きその重要

な役割を果たしていくことが求められる」として（厚生労働省 2015,p.17）、医療用医薬品

の流通について重要な社会性を有していることを示している。 

 また、医療サービス市場ほど広範囲に規制されている市場はないといってよいであろう

（漆 1998,p.14）というイメージは広く共有されていると思われる。その中の医療用医薬

品流通においても、薬機法（8）や関連法規に基づいた多くの規制や管理がある。 

例えば、医療用医薬品の分野では、「誰に何をどれくらい販売・授与したか」を流通の全

過程で厳しく管理されている（矢嶋 2003,p.137）。 

その具体的な事例として、医療用医薬品の販売・授与にかかわる関係各所は、医療用医

薬品の管理責任者として医師もしくは薬剤師を常駐させなければならないことが挙げられ

ている（矢嶋 2003,p.137）。また、トレーサビリティについて、医療用医薬品に製造不良

や副作用の懸念がある場合、必要に応じて製品を回収する必要があるので、ロット管理や

使用期限管理、販売・授与先を管理する必要があると述べており（矢嶋 2003,p.137）、「医

療用医薬品の在庫管理水準は在庫量把握や在庫合致率などの面で、他業種と比べても非常

に高い。医療用医薬品の高度な在庫管理能力は薬事法など法的な規制に根差すものであり、

医薬品物流を構築する上での前提である」とある（矢嶋 2003,p.137）。 

 

（2）供給のルートの一元性 

医療用医薬品として薬価基準に収載されている品目数は約 1 万 6 千（9）である（厚生労
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働省 2017b）。それらには多くの剤形がある。錠剤、カプセル剤、末剤、散剤、細粒剤、顆

粒剤、徐放性剤、シロップ剤、注射用、坐剤、キット製剤、トローチ剤、吸入剤、点眼・

点鼻液、噴霧剤、クリーム剤、外用ゼリー剤、貼付剤などである（髙久ら 2017）。 

同じ薬効であっても作用機序の異なる薬剤が多数あり、同じ成分の薬剤であっても、小

児用など含有の規格単位においてさらに細分化されている。一方で、バイオ関連などを含

めて厳密な温度管理が求められる薬剤もあり、医療用麻薬、向精神薬、毒薬・劇薬などの

厳重な安全性管理が求められる薬剤も数多くある。これらで約 1 万 6 千の品目数があり、

多種多様であるのが医療用医薬品である。 

国内で供給される医療用医薬品のほとんどは医薬品卸を経由している（日本医薬品卸売

業連合会 2018, p.3）。 

また、後発医薬品（ジェネリック医薬品）を中心に数％が製薬企業から直接医療機関や

薬局に流通しているとある（日本医薬品卸売業連合会 2018, p.8）。 

医療用医薬品は、医薬品メーカーや医薬品卸が直接、患者に供給することは原則できな

い。 

医療用医薬品の供給ルートは、医薬品メーカーの工場や物流拠点から医薬品卸の物流拠

点へと流通し、その後、医薬品卸の支店などを経由して病院、診療所、調剤薬局の医療機

関に供給（配送）される。また、医薬品卸の物流拠点から直接、医療機関に供給されるこ

ともある。 

医薬品卸における医療用医薬品の在庫は、物流拠点や支店で一定量確保されている。 

また、2 次卸や 3 次卸を経由するということはほとんどない。病院、診療所、調剤薬局

いずれの医療機関においても供給ルートについての大きな違いはない。医療用医薬品の供

給ルートについては図-1-2 のとおりである。 
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通常、医療機関は、2 社から 5 社程度の複数の医薬品卸と契約し取引している。また、

「近年、医薬品卸が大規模化しており、上位 5 社で 70%の売上をカバーしている」との調

査結果もある（10）（平川・滝澤 2012,p.224）。 

医療機関における医療用医薬品の購入価格と供給医薬品卸の決定について、新規での医

薬品卸との取引開始時、新製品としてその医療用医薬品が上市された場合や処方変更など

により新規でその医療用医薬品を医療機関が採用するとき、薬価改定（11）のときなどに、

医療機関は、医療用医薬品の購入価格と供給医薬品卸を決定する。 

また、医療機関は、契約に基づいて定期的に医療用医薬品の価格提示を医薬品卸に依頼

し、その都度、医療用医薬品ごとに供給医薬品卸を決定する。 

各々の医療機関は、医薬品メーカーの医療用医薬品ごとに供給医薬品卸を決定する場合

などもあるが、いずれにしても、ある特定の医療用医薬品を複数の医薬品卸から同時期に

購入するということはほとんどない。つまり、一定の契約期間内においては、各々の医療

機関は、医療用医薬品ごとに、購入する医薬品卸を 1 社に限っていることが多い。 

しかしながら、東日本大震災においては、医療機関が医療用医薬品を円滑に入手するた

めに、例外として契約とは異なる医薬品卸から供給してもらうこともあり、柔軟に対応す

るケースが見られた。 
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（3）供給の特徴 

 1990 年代からの医薬分業、すなわち、患者への薬剤情報提供や患者の薬歴管理の充実を

目的として、治療を行う医療機関とは別施設にて外来患者への医療用医薬品の投薬を行う

仕組みの進展によって、調剤薬局（12）の店舗数は大幅に増加した。 

 医療機関のうち調剤薬局の店舗規模は、病院や診療所などの医療機関と比べて小さい傾

向にある。そのため、調剤薬局における医療用医薬品の在庫は、他の医療機関と比べて少

なく、医薬品卸が調剤薬局に医療用医薬品を供給する頻度は高く、1 日に数回の供給とい

うこともある。少量多頻度納品とも呼ばれている。 

 医療機関のうち病院や診療所に対しては、医薬品卸が 1 日に 1 回程度、医療用医薬品を

定期的に供給する。 

 このように、調剤薬局は病院や診療所と比較して医薬品卸による供給の回数が多いこと

が大きな特徴になっている。いずれにしても常日頃、医療機関が大規模な災害などを想定

した在庫確保を図っているという状況ではない。 

 なお、全国の外来患者への処方については、その処方箋枚数の約 66％が調剤薬局を経て

いる（日本薬剤師会 2016）。 

 日常、医薬品卸は医療機関から前日に受注した医療用医薬品をその翌日に供給するが、

午前中の供給に集中するのも、医療用医薬品供給の商慣習であり、大きな特徴である。こ

れらの通常の供給に加えて、医療機関における医療用医薬品の急な需要変化や需要増加に

対して、医薬品卸は「急配」と呼ばれる臨時の供給対応を頻繁に行うことがある。 

 また、供給や受注を担う医薬品卸の従業員について、その採用と勤務地については、各

地域における人員の需要に応じてその地域での採用と配属がなされることが多い。 

一方、医療機関において、フリーキャッシュフロー（FCF）向上の観点などから、月末に

は在庫量を減らしておき、毎月初めの数日以内に「一括納品」と呼ばれる、医薬品卸から

医療用医薬品の大量供給を受ける医療機関が数多くある。一括納品とすることで、医療機

関側にとって荷受けや管理をまとめて効率的に進められる利点もある。医薬品メーカーや

医薬品卸においても同様に月末在庫を減らすことがある。 

さらに、この業界においては医療用医薬品の仮需要が発生する。仮需要とは、何らかの

特別な要因により過去の安定した処方量以上の需要が起こることであり、それに対応する

広い意味での供給量の増加をともなうものである。需要増加の要因は多岐にわたるが、災
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害時においては、紛失や実際に増加した負傷者への処方増加や在庫切れの発生による需要

の増加、またその予備的確保にともなう大幅な需要の増加のほかに、患者の移動による局

地的な需要の増加や供給支援のための需要の増加があると考える。 

 

4.検証の方向性とその進め方について 

 

（1）検証の方向性について 

 河北新報社の新聞報道によると、2011 年 3 月 19 日付の社説において、東日本大震災の

発生後、「医薬品は在庫が切れた後が心配だ。新たに仕入れるにも車の燃料が足りず、運び

入れることができない病院もある。医薬品業界は薬を切らさないようメーカー、卸会社な

ど総力を挙げて用意し、病院に届けてもらいたい」と訴えている（河北新報社［編］ 

2011,p.63）。 

また、2011 年 3 月 22 日付の社説においては「仙台市健康福祉局によると、高齢者で心

配されるのは高血圧や心臓疾患などの症状という。かかりつけ医の診察、薬の処方を受け

られないと悪化する恐れがある」と、医療用医薬品の処方に対する重要性が記載されてい

る（河北新報社［編］ 2011,p.81）。 

学術論文においては、「医薬品卸売業者もガソリンの供給が受けられず、社用車のフル稼

働が困難であり、配送に遅れを生じる結果を生じた」と記載されたものがある（氏家

2013,p.409）。 

加えて「福島第一原子力発電所の事故の影響により、関東圏の運送業者が被災地への搬

送に難色を示したことなどから、メーカーからの搬送が滞った」とのことである（氏家

2013,p.408）。なお、この内容は 2011 年 3 月 17 日付の河北新報社の新聞においても「東日

本大震災の救援物資を輸送する業者が放射能による運転手の健康被害を恐れ、福島県内へ

の輸送を拒否するケースが出始めている」と報道されている（河北新報社［編］ 2011,p.51）。 

このように医療用医薬品などの必要物資の安定供給について、高い重要性の認識と併せ

て、課題の指摘や不安の感情がある。 

その一方で、医療用医薬品は安定供給されていたと伝える研究などもある。 

たとえば平川・滝澤によると、医薬品卸は「ガソリン不足・道路網の断絶等のため配送

頻度を削減せざるを得なかった」「通信回線等が使用できず、医療機関との間に連絡がとれ

なかった」「一部の医薬品卸の倉庫は被災して出庫が困難だった」「医薬品メーカーの工場
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被災により特定の医薬品の生産が出来なかった」という理由により、「被災直後は供給量等

が十分でなかった面はあるが、医療機関で用いる医療用医薬品は継続的に供給されていた

と考える」と述べる研究がある（平川・滝澤 2012,p.224）。 

また、厚生労働省医政局からは、「今回の震災においては、医薬品の安定供給を担う各企

業・各卸の方々の努力により、医療現場における医薬品の欠品は現在まで［2011 年 8 月現

在］避けることができた」との記述がある（中島 2011,p.928,[ ]内の文言は本稿筆者が付

記）。 

そこで大手医薬品卸の販売データと、その社内関係者からのインタビューを中心として、

本稿では震災時における医療用医薬品供給の達成点と問題点を分析する。また BCP をはじ

めとする災害に備える計画や協定において、震災時の問題点や改善可能な点に対処してい

く道を探る。 

 

（2）検証の進め方について 

「供給」「特性・ジレンマ」「連携」の 3 つの項目をキーワードとして区分や整理を行う。 

安定供給の状況の検証を行い、医薬品卸の流通の特性や業界独特のジレンマを確認し、

また、共助や連携の状況の確認と検証を行う。 

これらを補完していくために、大手医薬品卸の本社に設置された「災害対策本部（13）」事

務局の詳細な記録や、仙台市に本社を置く河北新報社発行の新聞『河北新報』の記事を確

認し、活用していく。 

さらに具体的には、以下のとおりである。 

 

①震災発生後の仮需要を含めた医療用医薬品「供給」 

震災直後は交通途絶の惨状が繰り返し報道されたが、供給はどのように途絶し、どのよ

うに復旧したのか。すでに述べたように、医薬品卸の立場から見た医療用医薬品供給の定

量的な状況とインタビューによって供給状況の検証を行う。 

人的・物的被害の把握とそれに関する機能の復旧や維持、医療機関や医薬品メーカーの

被害状況の把握、求められる医療用医薬品に関する情報の収集とその仕入、在庫の安定と

タイムリーな供給などの活動が実際にできたのかについて確認し、さらに需要予測が難し

いイレギュラーな仮需要の発生状況の把握と、その発生に対して安定供給を図ることがで

きたのかについても確認していく。 
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②今後の安定供給を阻害する医療用医薬品流通の「特性とそのジレンマ」 

 リスクマネジメントの目的が、「企業の価値を維持・増大していくために、リスクを適切

に管理する活動である」とし、またそのリスクについては「企業価値の源泉」という見方

との意味合いを持つことから、本稿では、このリスクマネジメントやリスクと同様に、企

業価値もしくはその算出との関係が非常に深いフリーキャッシュフロー（FCF）という観点

に注目した。これによって、先行研究を交えて「在庫の調整と安定供給」、「規模の経済と

地域密着」の 2つの関係性を考え、さらに費用と便益・効果・効用、また、経済的な評価

という大きな方向性について、定性的ではあるがインタビューなどの中から探っていきた

い。 

 

③課題克服のための業界を越えた「連携」 

  東日本大震災当時、医薬品卸を含めた医療業界として、大規模災害などを見据えた協定

やルールづくりについて業界を越えて構築している状況にはなかったという認識をもって

いる。 

 しかしながら、東京商工会議所にて「貴社単独の努力だけでは応急対応、復旧に限界が

あります。[中略]近隣の企業との共助、取引先企業との共助、同業他社（地域の企業と同

じ災害で被災しない離れた相手方を含む）との共助などの仕組みを検討しておくと有効」

と示されているように（NPO 法人事業継続推進機構・東京商工会議所 2011,p.11,[ ]内の文

言は本稿筆者が付記）、企業単独の BCP を越えた共助・連携の考慮は必要不可欠であると考

える。 

先行研究やインタビューを手掛かりに、実現したもの、改善の可能性として残されてい

るものを問わず、共助や連携の状況の確認と検証を行う。すでに触れた部分もあるが、最

近の協定やルールづくりの進展状況も反映させていく。 

 

5.経済的評価と災害医療・BCP の経済学的位置づけについて 

 

 医療用医薬品流通の特性とそのジレンマについての考えを進めていく前提として、ここ

では、医薬品卸の事業や災害時などを想定した医療用医薬品の安定供給による経済的な評

価の可能性を検討する。 
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以下、経済的評価の構成要素である「結果」と「費用」それぞれを医療の視点から先行

研究を交えて取りまとめ、その上で医療用医薬品の安定供給による経済的な評価の可能性

と、経済的評価の代替もしくは企業価値の測定としても活用できるフリーキャッシュフロ

ーについて確認していく。 

 

(1)医療の経済的評価における「結果」の評価について 

 一般的に経済学の上では、公共財とは「排除性がなく（フリーライダーが存在する）、競

合性がない財」と定義されている。しかし多くの人々はこのように考えておらず、「公共」

という言葉を様々に使い分けている。一般的に公共事業とは事業主による区分であって、

排除性があり受益者負担を求めることも多い空港・港湾・高速道路も含まれ、また、それ

らは消費が競合し混雑現象や利用権割り当てを巡る対立を起こすこともある。防衛や警察

サービスですら、拠点の設置場所によって特定地域住民がそのサービスを濃密に受けられ

るかどうかが異なってくる。すなわち実は、公共事業の中で経済学的に公共財というもの

はほとんどないと考えることができる。 

 経済合理性の観点から実際の公共事業に求められるのは、経済学の枠外で(通常は、政治

過程において)ウェイト付けを受けた目的を最小の費用(倫理的・非経済的なデメリットを

含む)で果たすことである。例えばたまたま「がん」にかからない国民にとって、抗がん剤

研究や使用への公費助成は、メリットがあったとしても間接的なものである。様々な項目

への公的支出のバランスは、経済学の枠内で回答を導き出すことができない。言い換えれ

ば、経済合理性の観点から明白な改善余地がある、または、実行すべきでない公共事業を

選択肢から外すことはできても、多くの場合、「ひとつの事業から受ける便益が人の居住地、

嗜好、年齢層などによって異なる」という根本的な問題は残されたままになる。 

国土交通省は「公共事業の評価結果の信頼性を高める観点から、費用便益分析に係る計

測手法、考え方などの整合性の確保、手法の高度化を図る上で考慮すべき事項について定

める」とした技術指針（国土交通省 2004,p.1）を公表している。事業の投資効率性につい

ては、「純現在価値、費用便益比、経済的内部収益率」の 3指標を掲げているが（国土交通

省 2004,p.4）、いずれにおいても便益と費用との差もしくはその比を現在価値に割り戻し、

その結果から得られた定量的な数値に基づいて、経済的な評価を下し、事業の意思決定を

行うものであるとされる。 

河川事業や道路・街路事業など幅広い防災に関連する事業については、その費用便益分
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析の研究が進んでおり、中嶌が防災関連事業における便益と費用の計測手法や不確実性の

下での便益評価の基本的な考え方などについて取りまとめている（中嶌 2013）。 

しかし、ここで測られる便益や収益はいわば社会的集計値であり、例えば医療をイメー

ジすれば、一定の最低サービス水準が得られない社会集団や地域が生まれるかどうかや、

受益地域の負担が地域の税収(担税能力)に対してどれくらい重いものになるかは、別の観

点から判断していかねばならないと考える。 

「医療以外の分野の、環境経済学や交通経済学では政策の評価は費用便益分析が主とな

ることが多い」（後藤 2018,p.211）という指摘がある。つまり、医療経済学においては次

に説明するとおり費用便益分析が避けられ、費用効果分析が代わりに用いられる傾向があ

る。 

医療の経済的評価（14）において、その「便益」については、「便益の評価に分析者の恣意

的判断が含まれるといった点も指摘されている。特に、生命を金銭で価値付けることには

抵抗があることも確かであろう」（赤澤 1998,p.174）といった指摘に代表されるように、

医療関係のバックグラウンドを持った医療経済学における研究者は、医療効果の金銭判断

を避けることが多かった。 

一方で、医療経済学においてのみは「効用を直接測れるものとして取り扱おうとしてき

た珍しい分野である」との捉え方がなされている（後藤 2018,p.211）。 

費用便益分析(CBA)に代えて、「生存年数と QOL（Quality of Life）の両方を考慮した質

調整生存年（Quality Adjusted Life Year:QALY）といった指標」(福田 2013,p.587)であ

る効用と、費用を比較する費用効用分析(CUA)を選択した。また、費用効果分析（CEA）で

は「例えば生存年数の延長や治癒した患者数、あるいは臨床検査値等」(福田 2013,p.587)

の効果と、費用を比較する。もちろんこれらには、「質」の判断や治癒の自覚についての個

人差という個人の主観的判断を排除しきれない部分は残されている。 

例えば、環境の改善・悪化を費用便益分析にかける場合、社会調査を経て「人々の支払

い意志額(Willingness to Pay:それを獲得するためなら支払っても良いと考える最大額)

や受け取り意志額(Willingness to Accept:その獲得をあきらめるために必要な補償の最

少額)」を求め、それを基礎とする手法が代表的なものである(竹内 2006,pp.3-4)。もしも

仮に医療サービスの「便益」についても同様の手法を取るなら、前述のとおり、健康の改

善から生活者が得た満足度を金銭で測定することになろう。もちろん健康の金銭評価その

ものに無理もあるが、BCP などの計画に沿って企業や公的機関が予算を配分してゆくこと
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を念頭に置けば、もっと根本的な問題は、それがただ単に「集計値」に過ぎないことであ

る。 

具体的な例を挙げれば、人口密集地に投資を集中したほうが同じ予算で多くの人を救え

ることは明らかであるが、そのような政策判断を公にすれば多くの反対があるであろう。 

  

(2)医療の経済的評価における「費用」の評価について 

一方、経済合理性を貫徹させるなら、経済分析における費用は「機会費用」として評価

しなければならないが、「実際はこの機会費用を求めるのは難しく、市場価格や料金によっ

て機会費用の代わりにしている」（赤澤 1998,p.172）というケースが多い。 

機会費用とは意思決定の時点において、その計画を実施しなかったときとの費用の差で

ある。すべての物資や人手を契約し終わっているのであれば、それは再調達価格(現在の市

場価格でもう一度同じ契約を結ぶ費用)に一致する。言い換えれば、計画をやめて市場です

べての人員機材を手放せば得られる価格でもある。つまり調達時点から価格が変化したも

のは、現在の価格で評価しなければならないし、摩耗して中古品となり減価した機材は再

調達価格が低下しているから、対象期間分の自分から自分への仮想リース料といった形式

で評価するとしても、新品であった頃より「費用が低下」するであろう。 

 棚痛み品などのように二度と市場に出せなくなったものは市場価格ゼロ、したがって再

調達価格もゼロになっているため、スーパーマーケットで閉店間際の生鮮食料品が安売り

されるのは、「閉店間際時点では」もはや仕入原価をゼロとみなすのが合理的だからである。 

 この場合の仕入原価のように、現時点では取り消せない費用をサンクコスト（Sunk cost）

と呼ぶ。過去に支出を決めてしまった費用のうち、サンクコストの部分は「現在の意思決

定」では費用から差し引くのが合理的である。例えば棚痛み品が仕入価格の 1/3 で他の業

者に処分できるなら、仕入価格の 1/3 をサルベージ・バリュー（Salvage value）としてサ

ンク(沈んだ)コストから差し引き、この場合のサンクコストは仕入価格の 2/3 ということ

になり、企業は閉店まで販売を続けるか、販売をやめて仕入価格の 1/3 で転売するかを決

めることになる。 

このように、費用概念に「機会費用」としての費用評価を徹底するということは、他の

市場・他の調達機会・他の販売機会について完全に知識を持ち、最も有利な裁定機会をつ

かむことを前提に費用を評価するということであり、またどの時点での意思決定であるか

を明確化するということでもある。 
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 多くの場合、公共事業に関する評価は財政年度通期の数字など、個々の経済取引に関す

る意思決定の時点が明確でないデータを用いるため、機会費用概念に基づく評価は根本的

に不可能であり、むしろ現実との乖離に注意する必要がある。例えば医薬品を備蓄する場

合、消費期限前にそれらをできる限り活用する先入れ先出しの在庫管理手順がともなって

いる場合と、毎年備蓄のいくらかを廃棄して新品を補充する場合で、備蓄義務を負う企業

や団体の実際の負担は大きく異なってくるが、それらを計画から見抜くことは非常に難し

い。 

前述のとおり、東京都の市区町村は発災から３日間で必要な量を目安として、医療救護

班用及び避難所用の医薬品等を備蓄することが東京都地域防災計画に定められているが、

この備蓄分を医薬品卸に確保するように依頼(無償・有償を問わず)すれば、市区町村の義

務は表面上としては果たされる。ところが、備蓄分を収めた流通倉庫やそこへの交通アク

セスが破壊されればすべては無に帰すため、その場合は流通倉庫の位置や耐震性も考慮に

入れなければならないだろう。 

 以上のとおり、医療サービスについては、経済的評価には実用上の問題が多々あるもの

の、現状の改善に資する検討もしくは新手法の研究が現在も活発である。 

医療用医薬品や医療機器（高額な医療機器を用いる医療技術を含む）の費用対効果を診

療報酬改定時などに評価する新制度も厚生労働大臣の諮問機関である中央社会保険医療協

議会（中医協）で検討され（中央社会保険医療協議会 2017,p.2）、2019 年 4 月から本格的

にスタートしている。 

 この取組みにおいては、「分析結果の妥当性を科学的な観点から検証する観点」と「倫理

的、社会的影響等に関する観点」を総合的評価（アプレイザル Appraisal）という名称で

組み込む検討もなされている（中央社会保険医療協議会 2017,p.4）。すでに述べた非経済

的観点とのバランス、データの制約がもたらしうる判断のゆがみといったものを、最終的

にはこのような形でチェックすることは必要であろう。 

 ここまで、一般的な経済的評価と医療に関わる経済的評価について、「結果」と「費用」

に関わる評価の考え方や特性について確認してきた。 

 

(3)医療用医薬品の安定供給による経済的評価について 

 それでは、災害時などにおいて医療用医薬品の安定供給を果たすことによる、総合的評

価（アプレイザル）を含めた経済的な評価は算出できるであろうか。 
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 すでに述べたように、医療サービス「全体」にいくらかの排除不可能性や消費の非競合

性がみられるとしても、非競合性どころかトリアージを迫られ、72 時間を目途とした救命

活動が行われることを考えれば、災害医療は医療サービスの中で最も公共財としての性質

を「持たない」ものである。むしろそれゆえに、その希少なリソースの配分と効率的利用

が、特定の誰かを助けるためではない公共的観点からの関心事となる。企業の社会的・利

他的な行動がそれに寄与するとすれば、世評の高まりが企業自身のサステイナビリティを

高めることも期待できる。 

 Tirole は社会的な行動について、「経済主体はつねに自己利益ばかりを追い求めている

わけではない」と述べ（Tirole 2018,p.218）、また「社会的な行動とは、自己の物質的利

益を優先させず、むしろ自己の利益を損ねるような形で他人の幸福を自己目的化するよう

な行動を意味する」とも述べている（Tirole 2018,p.150）。 

また藤田は、社会性の定義について、一般に「企業の社会的責任」（Corporate Social 

Responsibility，以下では「CSR」と略す）（15）と、それに加えて「企業倫理」あるいは「経

営倫理」といった用語で語られる内容を包括する概念であるとしており、これにより社会

性と経営戦略との関係を論じている（藤田 2010,p.169）。本稿においても、社会性の意味

については CSR と倫理を合わせたものとして捉えていく。 

そのような考え方を前提として、医薬品卸の事業や、さらに災害時などを想定した医療

用医薬品の安定供給による経済的な評価を考えてみた場合、その算出などの可能性はどう

であろうか。 

ここでは経済的評価の構成要素である「結果」と「費用」の評価の意味を詳細に確認し

てきたが、CSR、企業倫理、経営倫理を包括する社会性という概念で事業活動を確認し、そ

の「結果」を定量的に算出し、また安定供給についての「費用」を算出して、これらによ

って経済的評価を導き出すというプロセスは非常に複雑であろう。 

このように医療用医薬品の流通における経済的評価の手法を構築することは、今後の大

きな課題であろうと考える。医薬品卸にとっては、本来なら災害時などを想定した医療用

医薬品の安定供給というものを経済的に評価し、それが企業価値の向上に結びつくと示す

ことができれば最良であろう。しかし現時点では、医薬品流通の社会的な重要性を直接的

に数値化し、社会に対して尊重を求め、あるいは経営や政策の判断に利用することは非常

に困難である。 

 その一方で、株式公開企業である大手医薬品卸や大手調剤薬局は、財務指標の開示ルー
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ルに従いながら、公開市場における評価を重視せざるを得ない。近年、公開企業に開示が

義務づけられた結果、大手医薬品卸や大手調剤薬局の在庫確保を制約している財務指標が、

フリーキャッシュフローである。この指標は経済的評価の代替もしくは企業価値の測定と

しても活用できる（16）。 

その算出については、税引後営業利益に減価償却費等償却額を加え、在庫の増減や売上

債権・仕入債務の増減すなわち運転資本の増減を反映させ、さらに設備投資を差し引いて

求めると一般的に示されていることが多い。 

つまりフリーキャッシュフローが大きいということは、利益の確保はもちろんであるが、

運転資本の改善すなわち債権回収サイトの早期化・債務支払いサイトの長期化と併せて、

在庫圧縮などをめざしているということでもある。 

医療業界では、医薬分業の進展にともない、株式公開している調剤薬局での医療用医薬

品の処方箋対応が増加してきている。また、中小の調剤薬局がＭ＆Ａなどによって大手調

剤薬局に吸収されている傾向にあり、これらの結果、株式公開している大手調剤薬局での

処方箋対応が増加傾向にある。大手であり株式公開している調剤薬局は、フリーキャッシ

ュフローを重視した取組みを進める場合がある(17）。 

一方、医薬品卸についてもＭ＆Ａの増加などによって、株式公開している大手医薬品卸

から供給される医療用医薬品のウェイトが高まり、それらの大手医薬品卸は、事業活動の

中でやはりフリーキャッシュフローを重視している傾向がある。 

医薬品卸は、特にそれらの取組みを非常に重視した。その背景には、医療費抑制に向け

た行政の取組み、また医薬分業にともなう医療用医薬品の供給構造の変化という医薬品卸

の事業を取り巻く環境そのものが変化したことにより、医薬品卸同士の勝ち残りをかけた

Ｍ＆Ａが進み、その急速な規模拡大によるシナジー効果を求めたことが挙げられる。その

際に影響を及ぼしたのは、高い社会性や多くの法規の中で、取り扱う医療用医薬品が他社

と重複していることによって他社との差別化戦略の展開や独自性の発揮が難しい事業特性

である。また、利益の獲得構造の複雑さと低い利益率による価格戦略の難しさなどが大き

な影響を及ぼした。そのため医薬品卸は、特にスケールメリットによる利益確保と在庫圧

縮によってフリーキャッシュフローを向上させることに重点を置いたと考える。 

もちろん、前述のとおり、経済的評価の代替として、または財務指標の開示ルールと公

開市場における評価を重視することも大きなきっかけとなっている。 
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6.先行研究と医療用医薬品供給の特性との関連 

 

 東日本大震災の医療用医薬品供給に関する先行研究を、前章において提示した「供給」

「特性・ジレンマ」「連携」の 3 つの区分に沿って確認する。 

 

(1) 災害時などにおける供給についての先行研究 

 東日本大震災において、「昭和大学医療救援隊」が、岩手県下閉伊郡山田町で医療救援活

動を行い、3 月 23 日から 4 月 8 日までの医療用医薬品の払い出しについて、薬効別の種

類、数量、使用状況などを集計・分析している（半田ら 2011）。 

 医療用医薬品以外にも、医療機関などから感染対策品や衛生管理品、また医療機器材料

などの需要も高まった（林ら 2013,pp.197-206,）。最大の困難であった物流確保を図りな

がら、急激に高まる使い捨ての検診用手袋の需要への対応を進めたとある（林 2013,p.198）。

また、紙おむつや生理用品などの多岐にわたる生活必需品への対応については、現場情報

の収集のやり方に苦慮した面も述べられている（引地 2013,pp.200-201）。さらに、ガソリ

ン不足、また、医療機器・材料について被災地のみならず在庫を取ろうとする全国の施設

や代理店からの注文が殺到し、東京受注センターがパンクという状況も報告された（二階

堂 2013,p.204）。 

 一方、震災におけるロジスティクスについては、阪神・淡路大震災における対応につい

ての学術論文がある（矢野・鈴木 1999,2000）。それによると、阪神・淡路大震災の発生当

初は、医薬品・医療資器材の絶対量の確保とともに、外傷用の医薬品・医療資器材の確保

が重要となり、その後、時間を経るにつれ、慢性疾患の患者への対応や内科系疾患に対応

するためのものに変化していくことが、図表や実例紹介を交えて示されている。また、震

災発生後の医薬品卸各社の稼働について、震災発生後 2日目までは主な医薬品卸 9 社のう

ち、医療機関が連絡をとることができたのは 1 社のみであり、医薬品・医療資器材の確保

が困難であった状況が伺えると述べられている。 

 さらに、「リスク」をキーワードに、複数の拠点をサプライチェーンで結んでいる企業に

ついてのリスク解析手法と、サプライチェーンの選定がそのリスクに与える影響について

論じた研究論文がある（西川・福島・矢代 2008）。これを医療用医薬品の供給に照らし合

わせてみると、医薬品卸の事業特性に結びつくもしくは関連する興味深い点がある。 

それは、「時間の要素の重要性」についてである。「被災した企業の製品のユーザーから
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見ると、特に業務停止期間は重要であり」「[ユーザーから見て供給がない場合に]『これ以

上待てない』となれば、被災した企業は製品の販路を失い[以下省略]」とあり、待てない

期間は「中断のコスト」あるいは「市場復帰のためのコスト」となり、それが長期化する

とコストまたはリスクは「巨額」になる。また、「『待てる』期間は、製品やその市場での

需給関係によって異なる」と述べられている（西川・福島・矢代 2008,p1054,[ ]内の文言

は本稿筆者が付記）。 

ユーザーに供給できない時間はコストまたはリスクとなるが、災害時における製品の供

給について、製品の特性によっては、ひとまず供給をストップするもしくは需要量に対す

る供給量を減らして対応するなどの選択肢もあり得るということであろう。医療用医薬品

においても、供給のリードタイムを長くする、もしくは受注する品目を限定することやそ

の供給量を制限するという選択肢についても視野に入れておく必要がある。 

なお、この研究では、リスクの軽減効果を BCP に基づく対策によって定量的に把握する

ことが重要であるとしている（西川・福島・矢代 2008,p1053）。また、サプライチェーン

の連結（拠点）形態を区分けしている。具体的には、各拠点がサプライチェーンとして直

列で繋がっている型、並列で繋がっている型、直列と並列が混在し併用で繋がっている型

の 3 種類を想定した上で、業務停止期間とリスクとの関係を「リスクカーブ」という図で

示し、その結果、拠点が「広域に分散すればするほどサプライチェーンとしてはリスク低

減効果があり」との結論を導いている（西川・福島・矢代 2008,pp.1056-1058）。この結果

は、医薬品卸の拠点展開の方向性を示すものでもあると考えられる。 

次に、生活物資についての緊急支援が不足した理由や混乱した理由について、東日本大

震災と熊本地震（2016 年 4 月 16 日に発生）の状況をまとめた学術論文がある（苦瀬

2016,p64）。そこで表-1 のとおり、これらの災害において生活物資の緊急支援が不足した

もしくは混乱した理由を抜粋し、さらにその内容に加えて、医療用医薬品の供給と比較す

るとどのような関連が想定できるのかを整理した。 
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この表-1 において、まず、東日本大震災の「在庫流失」については、医療用医薬品にお

いても「津波被害が大きかったことから、常用薬を失った慢性疾患患者への対応も必要で

あった」と記載されているのが前述の論文である（平川・滝澤 2012,p.223）。 

また、「医療機関で医療を受け入れられない、薬局で薬を購入できないため避難所で医療

を受けた被災者も多いと考えられる」（平川・滝澤 2012,p.225）との内容があるが、実際

には避難所に医薬品卸は医療用医薬品を供給していない。大きな課題であると考えるが、

その理由は、医薬品卸は避難所に医療用医薬品を供給することは法的にできないためであ

り、これらの医療用医薬品の供給については、医師などが避難所に医療用医薬品を持ち込

む、もしくは支援物資としての医療用医薬品を活用したということであったと推察する。 

避難所での医薬品の状況についての報道は、2011年 3月 17日付の河北新報社の新聞で、

岩手県山田町の山田南小学校体育館の臨時診療所で診察に当たる医師のコメントを紹介し

ており、「今後、薬の供給がなければ（避難者らを）守りきれないと訴えた」と伝えている

（河北新報社［編］ 2011,p.51）。また、河北新報社は、2011 年 3 月 22 日付以降に発行さ

れた新聞において、避難所で生活する人たちの声を連載コラムで紹介している（河北新報

社［編］ 2011,p84,p90,p104,p118,p144）。 

「医師が各地から順番に来てくれ、薬も 2、3 日分もらえるので体調は一安心だ」（3 月

22 日付、南三陸町志津川小学校）、「血圧の薬が少なくなった。夫も手術直後なので薬不足
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が不安だ」（3 月 23 日付、気仙沼市民会館）、「脚の痛みを和らげる薬がほしい。手術した

膝が痛む」（3 月 25 日付、南三陸町いこいの海・あらと）、「血圧を下げる薬がなくなった

ことが心配だ」（3 月 27 日付、石巻市北上子育て支援センター）、「持病の薬が津波で流さ

れてしまい、代わりの薬をのんでいる」（3 月 31 日付、気仙沼市松岩公民館）などの声が

報道されている。 

なお、東日本大震災における支援物資（義援物資）としての医療用医薬品の取扱いにつ

いては次のような状況であった。 

「県や市町村が配送主体となる支援物資（無償）の医療用医薬品の配送は、一次集積所

等に滞留した例が見られる。更に通常、物流施設として利用されていない研修所等の一次

集積所における配送には、企業や関係機関・個人のボランティアなどの多くの人手と時間

を要し、人海戦術で対応したとされている」（平川・滝澤 2012,p.227）、「また、拠点の医

療機関が医薬品の集積所（二次拠点）となる例もある。その場合も、集積するのみでなく

仕分けの作業が発生するため、医療機関の負担は大きかった」とある（平川・滝澤 

2012,p.226）。医薬品卸がボランティアとして仕分け作業のフォローをしたケースはあっ

た。しかし、医薬品卸は、その支援物資（義援物資）を医療機関に供給はしていない。 

そこで本稿では、表-1 に掲げた各項目の中で、避難所や支援物資などへの対応を除いて、

医薬品卸における医療用医薬品の在庫・保管や仕分けの状況、データやシステム稼働の状

況、施設の破損状況、車両や燃料の状況、人員確保、交通網などの状況について、医薬品

卸のデータに基づき医療用医薬品の供給量や供給件数をグラフ化し、また、震災当時に供

給を担ったこの医薬品卸の管理職などへのインタビューなどによって確認していきたい。 

 一方、東日本大震災と熊本地震の状況をまとめたこの学術論文では、「サプライチェーン

の断絶に対抗するためには、外部からの『補給』（緊急支援物資の供給）と、内部での『備

蓄』の 2つしかない」と述べられている（苦瀬 2016,p.65）。医薬品卸において医療用医薬

品の場合には、支店の備蓄（在庫）は、通常の業務において緊急で必要になる医療用医薬

品しか用意していないため、外部からの「補給」が円滑になされたのかという点について

インタビューにて確認していきたい。なお、この備蓄の量についての検討はフリーキャッ

シュフローとの関係にも影響を及ぼす。 

 さらに、災害時などにおける供給について、人道的な立場からの学術論文も数多くある

が、Walton,Mays and Haselkorn の論文では、緊急の供給について、「迅速に」「できるだ

け早く」というスピードを主要な課題であるとしながらも、スピードの定義について検討
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し、現地と供給者とのコミュニケーションや意思決定のコントロールが迅速であることで

主観的に供給が迅速であると受け止められ、物流プロセスが円滑に進行するという考え方

を示している（Walton,Mays and Haselkorn 2011）。災害時の医療用医薬品供給において

は、債権回収の問題や管理面などに関する取引上の課題が出てくるであろうが、人道的な

立場から、医療機関の安否確認や受注、供給体制に対する情報提供などによる迅速なコミ

ュニケーションと意思決定のコントロールが重要であると考える。東日本大震災において

このような事業活動が展開できたのかについても関心をもっている。 

 

(2) 社会性と効率性・収益性との関係（ジレンマ）についての先行研究 

 企業の社会性について、その特性を示した論文がある（Dees 1998）。 

企業の「動機・方法・目標」を明示し、また重要なステークホルダーを 4 つに区分けし

てそれぞれの特性を分布（スペクトラム）図とすることで、「慈善的」から「営利的」まで

の整理をしたものが表-2 である。 

 

 

 

 そこで、医薬品卸の事業においては社会性を有しているとの捉え方から、Dees の表に基

づいて、医薬品卸の社会性の特徴を分布として新たに作成し、表-3 に示した。「受益者」

には「医療機関」とともに参考として「患者」も挿入した。 
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 供給者としての医薬品卸は、医薬品メーカーから「市場レベル（Market-rate）」で医療

用医薬品を仕入れて、医療機関に販売する。販売する際の価格は、この分布でいうところ

の「市場レベルの価格」である。 

 なお、この「市場レベル」という意味合いは、需給関係、慣行や交渉に基づき形成され

る価格のレベルであると解釈した。 

受益者である医療機関は、このように「市場レベル」の価格で購入する。しかし、この

価格はベンチマークとして公定価格（薬価）の影響を受ける。公定価格は医療機関が保険

請求できる価格であるため、医療機関にとって、仕入価格と公定価格とのスプレッドすな

わち薬価差は薬価差益として医療機関の利益になることから、市場レベルでの価格を交渉

する際に、この公定価格もしくは薬価差がものさしとなる。また、「患者」は公定価格の一

部を自己負担する。 

 もう少し具体的に医薬品卸の販売価格について掘り下げると、医療用医薬品における流

通は、医薬品メーカーと医薬品卸とで医薬品卸の仕入価格を定める。さらに医薬品卸は、

規模の経済すなわちスケールメリットを発揮することによる機能を医薬品メーカーに評価

してもらう。詳しくは、仕入力・物流力を評価の対象とする割戻し利益や、販売力を評価

の対象とする販促利益について医薬品メーカーとの交渉などにより獲得し、これらに基づ



37 

 

いて医療機関への販売価格を設定する。しかし、このように規模の経済による利益獲得を

反映させて設定した販売価格すなわち「市場レベルの価格」は、公定価格を基準として医

療機関に価格交渉されるということである。 

一方、違う捉え方で見ると、表-3 で示したとおり、医薬品卸の仕入価格や「資本」「労働

者」の投資やコストについては「市場レベル」であり、さらには、今後の設備投資や株主

還元などに反映させることができる適正な利益の確保を考慮して、経済合理性に基づいた

医療機関への販売価格を設定するであろう。これらの仕組みはすなわち、実質的な医薬品

卸の販売価格がやはり「市場レベル」での価格であることを示す。しかし、繰り返しにな

るが、医薬品卸が定めた医療機関への販売価格は、医療機関との価格交渉に際して公的な

価格が影響を及ぼすという複雑な構造となっている。いわば、ひとつの流通経路に市場価

格と公定価格の影響とが共存しているという状況である。医療用医薬品の流通課程におい

てこのような価格設定が見られることから、社会性（公的な決定価格）と営利性が混在し

ていると考えられる。 

これをさらに大きくジレンマとして捉えると、上述の販売価格決定の状況や設備投資や

労働力の確保の点では「市場レベル」の要素があり、スケールメリットの発揮や在庫増減

の考慮などを含めて企業価値もしくはフリーキャッシュフローを重視し営利的である一方、

地域密着と生命関連商品を安定供給するという社会的な使命を有しているのが医薬品卸の

事業であると考えられる。 

このようなことから、医薬品卸の事業は、社会性と効率性・収益性（営利性）との関係

においてジレンマが生じていることが、先行研究やこの表から理解できると考える。この

ようなジレンマが、東日本大震災における医療用医薬品の供給の中でどのような形で発生

し、どのような影響を及ぼしたのかについて、インタビューや議事録などによる確認を進

めたいと考える。 

一方、社会性もしくは CSR と、効率性・収益性（営利性）という財務的な成果との関係

性についての学術論文は数多く、長年にわたって研究が進められている。これらについて

は正の相関があるとする研究結果と負の相関があるという研究結果が、それぞれともに非

常に多い。 

正の相関があるとする学術論文については、たとえば、Orlitzky,Schmidt and Rynes に

より、企業の社会的パフォーマンスは会計ベースの指標のパフォーマンスと高い相関があ

るとする学術論文がある（Orlitzky,Schmidt and Rynes 2003）。 
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また、Albuquerque,Koskinen and Zhang は、CSR が高い企業ほど資本コストが低くなり、

企業価値が高まるとの分析結果を示している（Albuquerque,Koskinen and Zhang 2019）。 

Flammer は、企業の CSR が財務パフォーマンスの中でも労働生産性の向上と売上高の増

加に関連しており、CSR が従業員の満足度を向上させることを示唆していると学術論文に

て結論づけた（Flammer 2013）。 

その一方、社会性と財務的な成果との関係性について、負の相関があるとの研究結果

については、たとえば、Lin,Ho and Sambasivanによると、動的パネルデータによるシス

テム一般化モーメント推定法を用いて分析した主な調査結果として、CSRが企業の財務実

績に大きな影響を与えず、重要な関連はないと判断したとの学術論文がある（Lin,Ho and 

Sambasivan 2019）。また、桝谷は「大企業ほどCSR経営に取り組んでいるという実態が明

らかになり、分析結果はまた、そのような企業ほど収益性が低いことを示唆している」

（桝谷 2007,p.54）と述べている。 

さらには、たとえば荒木により、業種別に CSR 評価と財務業績の関係について確認して

みると、正の相関が強く現れる業種と無相関の業種があるとする論文（荒木 2009）もある。 

また、Blasia,Caporinb and Fontinia は、一般的な CSR の取組みは、企業のトータルリ

ターンを高め、財務リスクを軽減するが、これは企業が投資する CSR の分野によって異な

るとしている。具体的に、消費財、金融、ヘルスケア、テクノロジーなどの 9 分野にて多

次元分析し、そのような結論を得ている（Blasia,Caporinb and Fontinia 2018）。なお、

ヘルスケア部門については、CSR の取組みによって、マクロ分野や市場ベースとの相関が

あり、企業が化学物質の安全性に注意を払い、高品質の医薬品を提供することは、健康と

栄養へのアクセスの機会を提供し、一方で研究開発などに投資するため、それらが企業価

値を向上させるとしている（Blasia,Caporinb and Fontinia 2018,p.224）。これは医薬品

メーカーからの視点であろうと考える。 

このように、社会性と財務的な成果との関係性についての議論は、現在も活発であり、

様々な意見が錯綜している状況である。 

錯綜している原因として、Waddock and Graves は「企業の社会的責任に関するパフォー

マンスの測定方法がほとんど明確になっていない」と過去に学術論文で示している

（Waddock and Graves 1997,p.6）が、CSR を含めた社会性という定義があいまいであり業

種によって異なる上に、またその評価測定についても様々な捉え方があるため、これらの

点が、社会性と財務的な成果との関係性について現在もなお、多くの議論を呼んでいるの
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であろうと推察する。 

一方、本稿において、医療用医薬品の流通については、安定供給や地域密着という社会

性、在庫や規模の経済などによるフリーキャッシュフローの確保という財務的な成果の面

での関係性に絞って想定しているが、今まで述べてきたとおりその特性から、双方にはジ

レンマもしくは負の相関が発生しているであろうと考える。 

 

(3) 災害時などにおける連携についての先行研究 

 2004 年 12 月 26 日に発生したスマトラ島沖地震は、マグニチュードが東日本大震災時を

超えており、またインド洋での大津波を発生させたため、広く東南アジア諸国などに大き

な被害をもたらした。この大津波に対応した NGO（非政府組織）のロジスティクス管理職

などへのインタビューを通じて、経済的に脆弱でありかつ自然災害が多い地域での事前の

管理計画構築が必要であると述べる Perry の学術論文がある（Perry 2007）。 

 当時、NGO 組織は独立して活動しており、また、物流力不足による救援物資の混乱や、

ロジスティクス管理者の不足や専門知識・リーダーシップの欠如（Perry 2007,pp.421-422）

により復旧が進まなかったとして、援助機関と地元との信頼関係に基づいた連携（Perry 

2007,p.423）を含めた「自然災害管理計画」（Perry 2007,p.428）による準備活動として、

役割の明確化、コラボレーション、情報共有、調整という要素の重要性を示している（Perry 

2007）。 

 また、青田・室﨑・北後により、減災をめざした「自助」「共助」「公助」の行動・役割

の考察と、減災をめざした民間の取組み、公的セクターと民間セクターの特性を把握しそ

れぞれの長所を発揮して連携することの必要性を述べた学術論文があり、ここでは公民連

携の重要性が強調されている（青田・室﨑・北後 2009）。 

 この論文を含めて、「自助」「公助」「共助（互助）」がそれぞれどのような行動を指して

いるのか、さらにその具体例はどのようなものであるのかについて、いくつかの資料を整

理し、表-4 にてまとめた。 
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 これらの確認の中で従来、BCP は「自助」として位置づけられているケースが多い。す

なわち BCP は、企業が自助として「自ら」の事業を継続する行動のためのプランであると

いうことである。 

 しかし、東日本大震災を契機に、地域と連携した取組みを重視する事業継続計画の考え

方が出てきており、それは地域継続計画 DCP(District Continuity Plan)として幅広い研

究が進められている。 

 DCP(地域継続計画)の学術論文については、たとえば、行政と業界との連携の重要性を述

べ、地域連携のプラットホームを提案したものが、畠山らの学術論文である（畠山ら 2013）。 

 東日本大震災が想定を超えた広域災害であり、地域、企業、サプライチェーンに大きな

被害が発生し、さらに景気回復の遅れを助長しているとして、「このような状況は一企業の

BCP で対応するレベルを超えており、企業・業界、その他の機関及び地域との連携なくし

ては問題を解決することは困難である。一つの解決策としては、地域継続という視点から

地域行政とコミュニティ等と連携した DCP の策定が考えられる」と述べている（畠山ら 

2013,p.I_28）。 

 加えて、亀井による「最終的に企業にとって最も重要なことは、地域社会と連携して社

会全体に及ぶリスクに対処することである」との考え方もある（亀井 2012,p.61）。  

 また、東日本大震災を受けて「今後、国が中心となって、被災地の医療機関や避難所等
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で医療活動を行った医療チームの他、医薬品卸等からの情報を、効率的かつ統一的に集約

する方法を検討することが必要となる」との考え方（平川・滝澤 2012,p.228）や、「国に

おいては、医薬品卸等を含めた、他の医薬品に関する専門家や関係者を公的派遣として位

置づけるなど、処遇を検討する必要があるのではないか。今後、東日本大震災の対応で構

築された支援体制を、制度的に確立することが急務である」という考え方（平川・滝澤 

2012,p.228）が示されている。 

 このような考え方を踏まえると、災害時の医療用医薬品の安定供給に向けて、行政、医

療機関、医薬品メーカー、医薬品卸が「自助」ではなく、「連携」もしくは「共助」するた

めの BCP 構築の必要性があるのではないかと考えられる。 

 そこで、東日本大震災における医療用医薬品の供給について、どのような「連携」があ

ったのかについてインタビューなどによる確認を進める。 

 

 以上、「供給」「特性・ジレンマ」「連携」の 3 つの項目ごとに医療用医薬品の供給に通じ

る先行研究の確認と、それらの先行研究から得られる医療用医薬品の供給における特性や

確認すべき事項などについて整理と検討を行った。 

 これらの項目を柱に、東日本大震災における医療用医薬品の供給について、データによ

る供給状況の把握とインタビュー、議事録などによる確認を行う。 

  

7.震災後の医療用医薬品の供給環境 

 

 東日本大震災における医療用医薬品の供給に際して、その環境はどのようなものであっ

たのかについて、ここまで確認してきた先行研究などに基づいて、供給に影響を及ぼすで

あろう外的要因として、4つの項目を抽出して以下のとおり取りまとめた。 

 

（1）道路の状況 

 震災の発生直後から、医療用医薬品の供給に必要となる道路の状況が懸念されたが、今

回、医療用医薬品の販売データを活用する大手医薬品卸では、災害発生の翌日である 3月

12 日には厚生労働省へ「緊急通行車両確認標章」を要請し、各都道府県の警察にて許可証

を発行してもらい、高速道路などの優先通行が認められた。 

防災白書の記述（内閣府 2011）は、次のとおりである。 
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「地震による道路の損壊、燃料等の供給不足により、被災地の病院では医薬品、医療機

器等が不足し、その確保が課題となった。そのため、厚生労働省は、3月 12 日に医療機関

等に対する医薬品、医療機器等の供給に支障が生じることがないよう、また、適正な流通

を阻害することがないよう万全の措置を講ずるよう関係団体に依頼したほか、医薬品、医

療機器等を被災地に円滑に輸送できるよう、『緊急通行車両確認標章』の交付申請手続を関

係団体に通知した。また、関係団体の協力を得て、医薬品、医療機器等を被災地へ搬送し

た」とある（内閣府 2011,p.30）。 

一方、医療用医薬品の供給ルートに関して、早期復旧が実現された東北自動車道は、需

要に応じた供給体制構築のために、重要な役割を果たしたと考えられる。 

道路の復旧については次のとおりである。 

「道路関係については、東北自動車道をはじめとする高速道路や直轄国道が被災により

通行止めとなり、特に太平洋沿岸の国道 45 号は各地で寸断された。 

このため、道路の復旧に当たっては、まず東北地域へのアクセスのために、南北方向の

幹線である東北自動車道と国道 4 号の縦軸ラインについて、発災翌日の 3 月 12 日に緊急

輸送ルートとしての機能を確保するとともに、内陸部の縦軸ラインから太平洋沿岸に向け

て東西方向の国道を『くしの歯形』に啓開し、11 ルートを確保、4日後の 3月 15 日にはす

べての 15 ルートを確保した（いわゆる『くしの歯』作戦）。7 日後の 3 月 18 日には国道 45

号の啓開作業が概ね完了した。 

物流の大動脈となる東北自動車道では、13 日後の 3 月 24 日に一般車両の通行が全面的

に可能となり、19 日後の 3 月 30 日には常磐自動車道が福島第一原子力発電所の規制区間

を除き、一般車両の通行が全面的に可能となった。 

国道 45 号・国道 6 号については、福島第一原子力発電所の規制区間を除き、発災から約

1 ヶ月後の 4 月 10 日には、迂回路の確保を含めた応急復旧を概成した。 

また、福島第一原子力発電所の規制区間内の国道 6号についても、一時立入に間に合う

ように、5 月 8 日には迂回路を含めた応急復旧を完了した」とある（内閣府 2011,p.33）。 

 

（2）ガソリンの状況 

 次に、ガソリンの状況について防災白書の記述（内閣府 2011）は、次のとおりである。 

 「石油流通施設については、塩釜油槽所の被災に代表される施設の損傷等で、東北地方

の主要元売り系列ガソリンスタンド 1,137 箇所が営業停止となり、ガソリン不足が発生し
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た。その後、営業を再開したガソリンスタンドが徐々に増加した結果、5 月 30 日現在では、

東北地方の主要元売り系列ガソリンスタンド 3,070 箇所に対し、2,937 箇所が稼働し、多

くの地域では、安定供給が行われている」と報告されている（内閣府 2011,p.35）。 

なお、原油がガソリンとしてガソリンスタンドまで届けられるルートは、佐伯・清野に

よると次のとおりである。 

「ガソリン輸送の流れとして，まず原油からガソリンなどの石油製品を製造する施設と

して製油所がある。通常はそこから一時的に貯蔵する油槽所を経由して，タンクローリー

などによりガソリンスタンド（SS）へと運ばれる」とある（佐伯・清野 2014,p.35）。 

これらの流れが東日本大震災によってどのような影響を受けたかについて、エネルギー

白書において報告されている（経済産業省資源エネルギー庁 2011）。 

「製油所、油槽所等、供給拠点の機能停止」との小見出しに続いて、「今次震災により東

北・関東地方にある９製油所のうち、東北地方で唯一の製油所である JX 日鉱日石エネルギ

ー株式会社仙台製油所をはじめ６製油所が被災しました。また、臨海部を中心に港湾や道

路が津波により大きな被害を受け、タンクローリーが多数被災するとともに、主要供給拠

点である塩釜油槽所の受入港湾にタンカーが着桟できない状況となるなど、被災地におけ

る石油製品の安定供給に支障を来しました」と記載されている（経済産業省資源エネルギ

ー庁 2011,p.33）。 

さらに、「ガソリン・灯油・軽油等の石油製品の流通網については、道路・鉄道事情が大

幅に悪化し、交通網が分断状況となったことに加えて、タンクローリーも津波により多数

被災するなどしたため、油槽所からサービスステーション（SS）へのガソリン等の安定的

な輸送が困難な状況となりました。また、サービスステーション（SS）についても津波の

影響で給油設備が被害を受けたこと等により、岩手や宮城の一部地域ではすべてのサービ

スステーション（SS）が営業不能になった市町村もありました」とある（経済産業省資源

エネルギー庁 2011,p.33）。 

これらの状況によって、医薬品卸が医療用医薬品の供給を担うための車両用のガソリン

を確保する際に、影響を受けたと推察される。 

なお、3 月 19 日からは、医薬品を運搬する緊急車両は給油量の制限を受けないこととな

った。 

その後、包括的な供給プランの策定と供給確保に向けて、タンクローリーの追加投入、

西日本の製油所等からの大量転送、優先給油と緊急重点サービスステーション（SS）の選
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定、鉄道による輸送ルートの確保などの取組みを官民で進めた（経済産業省資源エネルギ

ー庁 2011,pp.34-35）。 

 

（3）病院、診療所、調剤薬局の医療機関の状況 

 一方、医療機関の状況についても防災白書（内閣府 2011）に詳しい。 

「岩手県、宮城県及び福島県の医療機関は、5月 25 日時点で、380 病院中 300 病院が何

らかの被害を受け、うち 11 病院が全壊している。また、4 月 19 日時点で、6,531 の一般診

療所・歯科診療所中 1,174 診療所が何らかの被害を受け、うち 167 診療所が全壊している。

また、岩手県・宮城県及び福島県の社会福祉施設は、5月 31 日現在、875 施設が何らかの

被害を受け、うち 59 施設が全壊している。 

このため、医療関係団体等からの医療関係者の派遣により、被災地の医療機能の確保を

行っている。また、仮設診療所や仮設歯科診療所の設置を進めるとともに、医療機関の早

期復旧に向けた財政支援を実施することとしている」とある（内閣府 2011,p.36）。 

さらに、医療機関において、各方面からの人的支援と、患者の移動による適切な医療の

継続が図られている（内閣府 2011）。 

 「厚生労働省及び文部科学省は、各関係団体や大学に対して医療従事者等の派遣に係る

協力を依頼し、保健・医療・福祉サービスが必要な被災者に対して、医師、歯科医師、看

護師、薬剤師等の医療従事者累計 12,000 名以上、介護職員等累計 1,089 名等がそれぞれ派

遣された。また、厚生労働省所管病院全体で約 1,250 名の被災地の患者を受け入れた。さ

らに、被災地以外での要援護者の受入れ調整を行い、これまでに 1,785 名を受け入れたほ

か、医療・介護における利用者負担の減免等を実施した」と記載されており（内閣府 

2011,p.41）、大規模な支援などの取組みが具体的な人数で示されている。 

  

（4）通信の状況 

 通信関係については、東北と関東地方において NTT 固定電話がサービスを停止した交換

局回線数が、最大で約 100 万回線であり、携帯電話がサービスを停止した基地局数が、最

大で約 14,800 基地局であった（内閣府 2011,p.111）。 

 医薬品卸の通信関係について、医薬品卸が医療機関から受注するに際しては、震災当時

は、医薬品卸の営業担当者などが医療機関に直接訪問した際に注文を受けて、携帯してい

る情報端末を活用する方法や、医療機関から支店に固定電話（ファクシミリを含む）など
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で注文が入り、支店の情報端末を活用する方法などであった。 

営業担当者や支店いずれも受注後の流れは、医薬品卸の中に構築されたネットワークシ

ステムを介して物流拠点にデータが伝わる。 

また、震災が発生した当時は、まだ一部ではあったが、医療機関と医薬品卸が直接、ネ

ットワークを結んでいるケースもあった。しかし、いずれにおいても電話回線の利用が主

であった。 

 

8.調査・分析方法 

 

 医薬品卸における医療用医薬品の供給について、具体的な調査方法と分析方法について

は、以下のとおりである。 

 

（1）調査対象の薬剤と集計期間 

 医療用医薬品の供給量や供給件数を時系列でグラフ化し、震災当時の安定供給の状況を

明らかにするため、東京都中央区に本社を置く大手医薬品卸である株式会社メディセオ（18）

の販売データを活用し、岩手県、宮城県、福島県内における病院や診療所、また調剤薬局

に供給された医療用医薬品の状況を確認する。その期間は、東日本大震災の発生月である

2011 年（平成 23 年）3 月の 1 か月間である。 

 調査の対象とした薬剤は、血圧降下剤、睡眠剤、抗不安薬、解熱鎮痛消炎剤の 4 薬効で

ある。「昭和大学医療救援隊」が、岩手県にて医療救援活動を行い、4月 8 日時点における

その救援医薬品を薬効別に分類した結果内容を確認すると、循環器官用薬が全体の 17％を

占め、続いて中枢神経系用薬の順であった。循環器官用薬について作用機序別に集計する

と、血圧降下剤が半数以上を占め、次に、中枢神経系用薬については、睡眠剤、抗不安薬

が多く、また解熱鎮痛消炎剤も配給されていたと集計・分析している（半田ら 2011,pp.161-

162）。この結果内容を踏まえて、上記の 4薬効を調査の対象とした。 

 なお、2010 年（平成 22 年）4月に薬価改定が実施されており、その翌年である震災が発

生した 2011 年には、薬価改定は実施されていない。よって、薬価改定実施前後における医

療用医薬品供給量の不安定な状況についての影響はない。 

まず、血圧降下剤については、カンデサルタン シレキセチル（販売名ブロプレス）錠を

調査対象とした。東日本大震災の発生年である 2011 年度に日本国内で販売された国内メ
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ーカーすべての医療用医薬品の中で、もっとも販売額が大きかった薬剤である（Monthly 

ミクス 2012,pp.48-49）。もちろん、血圧降下剤においても、当時、もっとも販売額が大き

かった。この薬剤は、2mg、4mg、8mg、12mg の 4 種類の規格単位があるが、この中で、調査

の対象エリアにおいて、当時、もっとも供給量が多かった 8mg を選定した。 

次に、睡眠剤については、酒石酸ゾルピデム（販売名マイスリー）錠を調査対象とした。

この薬剤については、2011 年度に日本国内で販売された睡眠剤の中で、もっとも販売額が

大きかった（Monthly ミクス 2012,pp.48-49）。この薬剤は、5mg と 10mg の規格単位があ

るが、調査の対象エリアにおいて、当時、供給量が多かった 5mg を選定した。 

抗不安薬については、エチゾラム（販売名デパス）錠を調査対象とした。この薬剤につ

いては、大手医薬品卸の販売データによると、当時のこの薬効の中で、もっともよく使用

された薬剤である。この薬剤は、0.5mg と 1mg の規格単位があるが、他の薬剤と同様に調

査の対象エリアにおいて、当時、供給量が多かった 0.5mg を選定した。 

なお、震災による直接的な人的被害によって使用される止血剤や輸液などの薬剤ではな

く、汎用性が高くかつ慢性疾患に対する薬効をもつ薬剤である血圧降下剤、睡眠剤、抗不

安薬を調査の対象として選択することで、震災における医療用医薬品の供給量そのものや

供給量の変化・安定性を把握しやすいと考える。 

さらに、解熱鎮痛消炎剤については、ロキソプロフェンナトリウム（販売名ロキソニン）

錠を調査対象とした。この薬剤については、2011 年度の日本国内において、解熱鎮痛消炎

剤の中でもっとも供給量が多かった錠剤である（Monthly ミクス 2012,pp.48-49）。この薬

剤は、錠剤の規格単位としては 60mg 錠のみである。この薬剤の適応については、関節リウ

マチ、腰痛症、手術後・外傷後・抜歯後の消炎・鎮痛、急性上気道炎の解熱・鎮痛などで

ある（髙久ら 2017,p1140）。今回、供給の調査対象とした薬剤のうち、このロキソプロフ

ェンナトリウム錠のみは、汎用性が高い一方で、災害における直接的な疾患に対する適応

がある。 

また、この薬剤については、この大手医薬品卸が独自に策定した「大規模災害時の初動

3 日間で需要が見込まれる医薬品リスト（19）」に取り上げた緊急医薬品 127 品目のひとつと

して組み込まれており、医療機関からの受注があるなしに関わらず、震災発生直後に、岩

手県と宮城県の各支店に 1,600 錠を搬送した。 

 これら 4 薬剤について、震災当時の販売データを整理・集計し、3 月における供給錠数

と供給件数を日ごとにグラフ化した。医薬品卸の販売データそのものは、供給量を包装単
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位で記録していたので、供給量を日ごとに錠数単位にて集計し直した。また、その販売デ

ータの行数から、延べ供給件数を集計した。 

 この集計において、月初めの一括納品を含んだ供給錠数と供給件数は、その月における

医療用医薬品供給の状況を確認する上で重要な役割を果たすと考えている。まず、供給錠

数については、月初めに供給したその量が、その後この 1 か月間に供給すると考えられる

量のベンチマークになり得る。 

また、延べ供給件数について、汎用医療用医薬品は月初めの一括納品もしくは月初めに

ほぼ全ての医療機関に供給されるため、月初めにおける供給件数そのものが、その薬剤に

関して取引契約に基づいて供給される医療機関の全取引軒数に非常に近いという特性があ

る。 

この月初めの一括納品を含む供給錠数と供給件数の大きな特性に着目し、その特性を利

用して、月初めの供給状況とその後の供給の推移を比較し検討することにより、医療機関

からの需要に応じて医療用医薬品をどれだけ供給できたかを明らかに示すことができるも

のと考える。 

さらに、その大きな特性であるベンチマークを利用して、エチゾラム（販売名デパス）

錠の供給状況については、東日本大震災が発生した 2011 年 3 月初日の供給錠数と供給件

数をそれぞれ 1 としてベンチマークを定めて、その後、この 3月の各日の供給錠数と供給

件数との比率を計算し、その推移をグラフ化した。このグラフに重ねて 2013 年 3 月につ

いても同様に作成し、その供給の特徴や違いを確認する 

 

（2）震災当時の状況についてのインタビューと情報収集 

 大手医薬品卸である株式会社メディセオにおいて、震災当時、岩手県、宮城県、福島県

内に配置された各営業部で医療用医薬品供給を担った当時の営業部長職社員 3名へのイン

タビューを実施した。 

 インタビューについては「供給」「特性・ジレンマ」「連携」の 3つの項目を柱に据えて、

在庫の確保、規模の経済の発揮、安定供給や地域密着などの社会性、共助や連携の状況に

ついての確認に重点を置いた。 

具体的にはまず、医療用医薬品の確保とその供給の状況についてである。岩手県には震

災当時 3 支店が展開しており、宮城県にも 3支店が展開、また福島県には 4支店が展開し

ていた。各県におけるそれらの支店がどのように医療用医薬品を確保し、どのように供給
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したのかについて確認した。 

一方、過去とは異なる急激な需要の増加が起こる仮需要の発生状況とその対応状況につ

いて確認した。 

また、医薬品卸の機能をどのように発揮しながら安定供給に向けて地域の一員として地

域との連携を図っていったのか、さらに広く業界内外との連携状況や官民の連携状況など

についても確認を進めた。 

上記の内容を補足する意味から、地震や津波の被害による住民の避難などによって医療

用医薬品の供給量や供給先に変化があったのか、また供給方法そのものにどのような変化

があったのかについて確認した。 

 さらに、道路やガソリンの状況、医療機関の閉鎖状況、求められる医療用医薬品の情報

入手の状況などについても確認した。 

 これらの内容を補完また再確認するために、福島県では、須賀川市において複数の調剤

薬局を展開する経営者へのインタビューを 2016 年 9 月 29 日に実施した。 

 一方、業界関係者へのインタビューによる状況確認に加え、震災当時にこの大手医薬品

卸の本社（東京都中央区八重洲 2-7-15）に設置された「災害対策本部」事務局の記録や、

仙台市に本社を置く河北新報社発行の新聞『河北新報』の記事についても情報収集・整理

を行った。 

 

9.分析結果 

 

 各県において、医療用医薬品の供給錠数と供給件数をグラフ化した結果を示す前に、薬

価改定実施前後における医療用医薬品供給量の不安定な状況についての影響を受けていな

い 2015 年 3 月において、この大手医薬品卸が全社で供給した医療用医薬品の販売額と供

給件数を図-2 のとおり販売データからグラフ化し、3 月における医療用医薬品の供給の特

性を確認した。 

横軸は 2015 年 3 月の各日付であり、その日の販売額を棒グラフ（メモリ左軸）で示して

いる。また、延べ供給件数を折れ線グラフ（メモリ右軸）で示している。 
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まず、月初めに実施された一括納品の影響により、医療用医薬品の販売額は 3 月 2 日の

月曜日に 123 億 85 百万円となり、突出している。また、第１週は他のどの曜日と比較して

も販売額が大きい。このような状況は 3 月度だけではなくどの月においても同様であり、

月初めや第 1 週に販売額が大きくなる傾向がある。 

なお、年末 12 月においてのみは下旬に一括納品を実施する医療機関があり、その反動か

ら、1 月は月初めの販売額が少ない傾向にある。 

一方、3 月 2 日における供給件数は 4 万 9 千件を超えているが、このグラフは全社で供給

したすべての医療用医薬品の販売データに基づいているため、延べ供給件数は、この大手

医薬品卸の全取引軒数に近い数値になるであろう。 

 さらに、各週ともに週初めと週末に、販売額と供給件数のいずれもが少し増加する傾向

にあり、また、週の半ばについては販売額と供給件数が少し減少する傾向にある。これは

受診する患者数の影響、水曜日や木曜日を休診日とする医療機関が多いことによる影響、

また週初めと週末に需要が大きくなるという商慣習の影響があると考えられる。 

一方、通常、月末や年度末の 3 月は、医療機関において在庫圧縮するケースがあるため、

販売額と供給件数が減少する傾向にある。このグラフでは、その傾向は読み取りにくいも

のの、3 月 31 日の火曜日においては、他の週の火曜日と比較して供給件数が少なくなって

いる。 

なお、土曜日や日曜日、また祝日については、医療用医薬品の販売額や供給件数がゼロ

となっている。これについては、2011 年 3 月の東日本大震災の発生当時、商慣習としてこ
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れら土曜日や日曜日また祝日に供給したことはほとんどなかった。そのため、医療機関も

それを前提として、土曜日や祝日などの前日に医療用医薬品を多く購入しておく傾向があ

った。 

当時、一部の医療機関に対して、わずかではあるが医療用医薬品を供給した場合もあっ

たが、この場合は、土曜日や日曜日また祝日の日が明けた日付で供給日が記録されている。 

 

（1）岩手県における医療用医薬品の供給状況 

 

①岩手県における医療用医薬品の供給錠数・件数 

 血圧降下剤、睡眠剤、抗不安薬、解熱鎮痛消炎剤の 4薬剤について、大手医薬品卸が震

災の発生月である 2011 年 3 月の 1 か月間に岩手県内に供給した錠数・件数を集計し、図-

2-1 から図-2-4 までのとおり、グラフ化した。横軸は 2011 年 3 月の各日付であり、その日

に供給した錠数を棒グラフ（メモリ左軸）で、延べ供給件数を折れ線グラフ（メモリ右軸）

でそれぞれ示している。 

血圧降下剤であるカンデサルタン シレキセチル（販売名ブロプレス）錠については、図

-2-1 のとおりである。 

 

 

 

3月 1日に 14,300 錠を延べ 43件に供給しており、この供給錠数と供給件数の多さから、

月初めの一括納品が含まれていると推測できる。その後、震災の発生までは、比較的安定
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した供給状況である。震災発生当日である 3 月 11 日については、供給件数に比べて供給

錠数の増加が示されているが、これは震災発生前の 3 月 10 日に受注し、翌 11 日に供給し

た医療用医薬品が多いと考えられ、震災の発生によって供給量が伸びたとは考えにくい。

震災の発生が 14 時 46 分であるため、午前中もしくは午後の早い時間にすでに多くの医療

用医薬品の供給を終えている可能性が高い。しかし、3月 11 日付の供給日と記録されてい

るものの、震災の発生によって一部、供給そのものは翌週にずれ込んだ医療用医薬品もあ

ると想定される。 

震災の発生後の状況については、3 月 14 日に 5,000 錠を延べ 16 件に供給している。こ

の日の供給は、震災発生当日である 3 月 11 日に受注した錠数に加えて、岩手県について

は、12 日の土曜日と 13 日の日曜日にも医療機関から受注しており、それらを 3 月 14 日に

供給している。その翌日である 3 月 15 日については 11,400 錠を延べ 22 件に供給してお

り、供給錠数と供給件数がこの日に大きく伸びている。仮需要が発生している可能性もあ

る。この週については、その後も供給錠数と供給件数の変動が大きい状況で推移している

が、その翌週には、供給錠数と供給件数ともに減少している。最終日には返品をしている

医療機関があることも確認できる。 

次に、睡眠剤である酒石酸ゾルピデム（販売名マイスリー）錠については、図-2-2 のと

おりである。 

 

 

 

3 月 1 日に 3,000 錠を延べ 14 件に供給しており、この供給錠数と供給件数の多さから、
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やはり、月初めの一括納品が含まれていると推測できる。震災の発生後の状況については、

3 月 14 日に 4,200 錠を延べ 16 件に供給しており、月初めの供給錠数 3,000 錠と供給件数

14 件を、この日だけですでに超えている。この状況から、需要に対する供給がなされてい

ることに加えて、仮需要が発生している可能性もある。この週については、その後、供給

錠数と供給件数が増加する傾向で推移している。その翌週からは、供給錠数と供給件数と

もに徐々に安定してきている。 

次に、抗不安薬であるエチゾラム（販売名デパス）錠については、図-2-3 のとおりで

ある。 

 

 
 

3 月 1 日に 17,100 錠を延べ 21 件に供給し、その後、震災の発生までの各日の供給錠数

と供給件数は比較的安定した状況である。震災の発生後の状況については、3 月 14 日に

19,800 錠を延べ 20 件に供給している。また、翌 3 月 15 日から 18 日までのあいだについ

ても供給件数の多さと併せて、供給錠数も11,200錠から12,500錠の範囲で推移している。

14 日から 16 日の 3 日間で月初めの供給件数である 21 件を大きく超えて延べ 57 件の供給

件数となっていることからも、需要に対する供給を進めたことに加えて、数日にわたって

仮需要が発生していた可能性が高い。 

この薬剤については、その翌週である 3 月 22 日も 27,200 錠を延べ 19 件に供給してお

り、月初めの供給錠数を大きく上回り、供給件数も月初めの供給件数に近い状況である。

さらに、3 月 31 日には 13,000 錠を延べ 16 件に供給している。 
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次に、解熱鎮痛消炎剤であるロキソプロフェンナトリウム（販売名ロキソニン）錠につ

いては、図-2-4 のとおりである。 

 

 

 

この薬剤は、災害における直接的な疾患に対する適応がある。多いという状況ではない

ものの、3 月 1 日に 6,850 錠を延べ 9 件に供給している。その後、震災の発生までは、他

の薬剤と比較して供給錠数と供給件数に変動が少し大きい傾向にある。震災の発生後はさ

らにその変動が大きく、3月 14 日に 2,000 錠を延べ 8 件に供給しているが、その翌日であ

る 3 月 15 日には、8,350 錠を延べ 12 件に供給している。その後も供給錠数と供給件数の

伸びが顕著である。この状況から、3 月 14 日を中心として医療機関からの受注が増加し、

3 月 15 日以降の供給錠数と供給件数が増加するという仮需要が発生したと考えられる。こ

の週については、3 月 15 日に月初めの供給錠数を超えており、また供給件数の合計も月初

めの供給件数と比較して多い状況であることから、需要に対する供給がなされたと推測さ

れる。その翌週からは、供給錠数と供給件数ともに徐々に安定する傾向にある。 

以上、血圧降下剤、睡眠剤、抗不安薬、解熱鎮痛消炎剤の 4 薬効について、大手医薬品

卸が東日本大震災の発生月である 2011 年 3 月の 1 か月間に岩手県内に供給した錠数・件

数を確認した。 

岩手県において、各薬剤ともに月初めの 3月 1日に一括納品が含まれていると推測でき

る。その後、震災の発生までは比較的安定した供給状況である。また、震災の発生後は、

供給錠数や供給件数の増加とばらつきがみられる。震災が発生した翌週については、それ
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らが顕著である。また、月初めの供給錠数と供給件数を震災発生直後もしくは数日間で上

回るケースがあることから、需要に対する安定供給がなされたと推測できる。一方、災害

における直接的な疾患に対する適応があるロキソプロフェンナトリウム（販売名ロキソニ

ン）錠など、特に 3 月 14 日の週に供給量と供給件数が伸びていた。 

しかし、各薬剤ともに 3 月下旬に向けて、ばらつきが小さくなり、供給量が安定してい

く傾向がみられる。いずれにしても、土曜日や日曜日また祝日を除いて確認すると、震災

の発生により供給そのものが複数日にわたり停滞したという状況は見受けられない。 

 

②岩手県における医療用医薬品の供給状況についてのインタビュー 

 この大手医薬品卸である株式会社メディセオにおいて、震災当時、岩手県での医薬品供

給を担った岩手営業部の部長職社員へのインタビューを交えて、医療用医薬品の供給状況

について確認した。インタビューの実施は 2017 年 1 月 13 日である。 

3 月 11 日の 14 時 46 分、岩手県釜石市中妻町や大船渡市大船渡町などは震度 6 弱を記録

し、15 時 21 分には、釜石市で最大 4.2 メートルの津波が発生した（河北新報社［編］ 

2011,pp.6-9）、（気象庁 2012a,p.94）。 

地震発生後の津波によって、大手医薬品卸である株式会社メディセオが岩手県で展開し

ていた 3 支店のうちのひとつである釜石支店（岩手県釜石市港町 1-1-16）が倒壊した。釜

石支店の倒壊を確認できたのは 3 月 12 日の朝であり、また、釜石支店に勤務する従業員

全員の無事を確認できたのは、3 月 14 日の昼前である。なお、倒壊した釜石支店を再建す

るために、候補地の検討を開始したのは 3月下旬からである。 

従来から、医療用医薬品について、この大手医薬品卸の岩手県内における流通は、埼玉

物流センター（埼玉県加須市大桑 1-9）からの便により、岩手県内の 3 支店へ供給され、

そこから、医療機関に供給されていた。埼玉物流センターからは、盛岡支店（岩手県岩手

郡滝沢村篠木字黒畑 135-8）行き便と北上支店（岩手県北上市相去町大松沢 1-98）行きの

便の 2便がそれぞれ夜間に出発し、そのうち北上支店行きの便は北上支店へ早朝に供給し

た後、さらに釜石支店にも供給していた。 

 震災発生の当日は、各支店従業員の安否確認を進めた。盛岡支店と北上支店は停電して

いた。本社の災害対策本部との連絡は、盛岡支店のアナログ回線の固定電話が 1 回線のみ

つながったので対応できた。 

 「震災発生の翌日である土曜日また日曜日にあたる 3 月 12 日と 13 日については、営業
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担当者が医療機関を直接訪問し、お得意様の安否確認と、医療用医薬品の受注を行った。

津波で倒壊した釜石支店が担当するエリアのお得意様へも営業担当者が回った」（元岩手

営業部部長）。 

また、3月 12 日には、厚生労働省から「緊急通行車両確認標章」の許可を得て、岩手県

の警察にて許可証発行を得た。 

「3 月 13 日の日曜日の夕方に、盛岡支店と北上支店の通電が確認できたので、盛岡支店

においては、営業担当者がお得意様を訪問して受注した医療用医薬品のデータを支店のネ

ットワークシステムによって、この日のうちに埼玉物流センターに送信できるようになっ

た。しかし、北上支店が送信できたのは 3 月 14 日からであり、13 日については、北上支

店の営業担当者がお得意様訪問によって受注した医療用医薬品名とその数量を盛岡支店に

電話連絡して、盛岡支店から埼玉物流センターにデータ送信を行った」（元岩手営業部部

長）。 

震災の発生から 3 月 13 日の日曜日までに、従業員やお得意様の安否確認、緊急通行車

両登録の手続き、医療用医薬品のさらなる受注、また、通電によるネットワークシステム

の回復とデータ送信など、3 月 14 日における医療用医薬品の安定供給のための事前準備を

整えることができた。 

3 月 14 日の早朝、埼玉物流センターから、受注した医療用医薬品が盛岡支店と北上支店

にそれぞれの便で到着した。その中には、緊急医薬品 127 品目が含まれており、それらの

医療用医薬品も盛岡支店と北上支店に送品扱いとして同時に到着している。127 品目の中

には、解熱鎮痛消炎剤であるロキソプロフェンナトリウム（販売名ロキソニン）錠も含ま

れていた。 

3 月 15 日の夜の計画停電の影響と、仮需要的な受注でデータ量も大きくなったことか

ら、埼玉物流センターにおいて出荷の遅れが生じたが、岩手県内の 2 支店に対する供給へ

の影響はなかった。さらに 3 月 17 日の午後 6時 54 分から、翌 18 日の午後 3時 50 分から

それぞれ埼玉物流センターにて計画停電があったが、「2系統の電源があったため停電は免

れた」と災害対策本部の議事録に記載されている。 

また、3月 19 日は土曜日であり、通常、埼玉物流センターからの便は到着しないが、こ

の日だけは、土曜日の朝に便を北上支店に到着させている。なお、3 月 14 日の深夜ごろか

ら埼玉物流センターには順次、本社、他の物流拠点、被害を受けていない支店などから業

務支援のための人員を派遣する一方、その後、期間限定のパート従業員の募集を強化して
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いる。また、本社や埼玉物流センターでは、需要予測と供給可能量を検討しながら医薬品

メーカーからの入荷量と入荷タイミングの交渉を進め、医療用医薬品の在庫管理をしてい

た。 

津波によって釜石支店が倒壊した後、岩手県内の 2支店での担当エリアの詳細は、次の

とおりであった。 

 まず、盛岡支店においては、もともと岩手県の西側半分のうちの北側が担当エリアであ

ったが、岩手県の東側半分のすべてを担当エリアとしていた釜石支店が地震による津波に

よって倒壊したため、盛岡支店は、従来の担当エリアに加えて、釜石支店の担当エリアの

北側を支援した。 

また、北上支店においては、もともと岩手県の西側半分のうちの南側が担当エリアであ

るが、北上支店については、従来の担当エリアに加えて、釜石支店の担当エリアの南側を

支援した。 

「医療用医薬品の需要については、津波被害を受けた東側沿岸から内陸部へと移った可

能性があると思う」（元岩手営業部部長）。 

なお、岩手県における人口の移動を確認すると、3 月において 1,787 人の県外への転出

超過であるが（総務省統計局 2012,p.2）、この転出超過の数は、前年同月と比較してむし

ろ減少している（20）。 

 一方、「釜石支店の営業担当者が受注した医療用医薬品は、釜石エリアでは通信が不通で

あるため、盛岡支店や北上支店に戻ってくる途中の電波状態が良い場所で、盛岡支店や北

上支店に電話連絡し、受注した医療用医薬品名とその数量を伝え、そこからネットワーク

システムにデータをのせた。4 月下旬くらいまでこの対応を続けた。また、釜石支店が担

当している医療機関へは、3 月 18 日まで盛岡支店と北上支店から医療用医薬品を供給し

た。その後、埼玉物流センターの便が釜石市内まで入ってくることができるようになった

ため、連休明けの 3月 22 日からは、釜石市内の空き駐車場敷地にて、運ばれてきた医療用

医薬品の確認を行い、その場所からの医療機関への供給を進めた」（元岩手営業部部長）。 

 なお、緊急車両のみが通行を認められており、これまで制限されていた東北自動車道な

どは 3 月 22 日に大型車の制限が解除されている（河北新報社［編］2011,p.85）、（警視庁 

2011）。 

 また、3 月下旬から 2 週間くらいのあいだ、ガソリン不足の対応策として、同業の医薬

品卸各社が、ある医薬品卸の拠点に医療用医薬品を持ち寄って、手分けしてそこから供給
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を展開している。 

ただ、「ガソリン不足で医療用医薬品の安定供給に支障がでるということはなかった」

（元岩手営業部部長）。 

 以上のとおり、岩手県での医薬品供給を担った岩手営業部の部長職社員へのインタビュ

ーを交えて、医療用医薬品の供給状況について確認してきた。 

 「受注した医療用医薬品については、すべて供給できたと考えており、在庫も切れなか

った。3 月末までにひとまず、供給への対応が落ち着いた。ただ、月末近くで供給錠数や

供給件数が増加する日が見受けられた。月初めの一括納品を終えて、その月の前半に震災

が発生したため、医療機関の在庫が、まだ比較的残っていた。そのような状況で、岩手県

全体としては仮需要もあまりなかった印象である」（元岩手営業部部長）。 

3 月の月末に向かって、医療機関が在庫圧縮するケースもあることから、供給錠数や供

給件数が減少しているということも考えられるが、受注した医療用医薬品については対応

できていたと推測できる。また、岩手県の縦に長い東側沿岸を中心とした甚大な被害と、

釜石支店が倒壊する中にあって、その担当エリアの西側に縦に並んで位置する盛岡支店と

北上支店の従業員が、釜石支店に所属している従業員とともに医療用医薬品の供給につい

て取り組んだ様子を確認することができた。 

 

（2）宮城県における医療用医薬品の供給状況 

 

①宮城県における医療用医薬品の供給錠数・件数 

 血圧降下剤、睡眠剤、抗不安薬、解熱鎮痛消炎剤の 4薬効について、大手医薬品卸が震

災の発生月である 2011 年 3 月の 1 か月間において宮城県内に供給した錠数・件数を集計

し、図-3-1 から図-3-4 までのとおり、グラフ化した。横軸は 2011 年 3 月の各日付であり、

その日に供給した錠数を棒グラフ（メモリ左軸）で、延べ供給件数を折れ線グラフ（メモ

リ右軸）でそれぞれ示している。 

血圧降下剤であるカンデサルタン シレキセチル（販売名ブロプレス）錠については、図

-3-1 のとおりである。 
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3月 1日に 28,800 錠を延べ 47件に供給している。この供給錠数と供給件数の多さから、

月初めの一括納品が含まれていると推測できる。また、3 月 3 日に 18,700 錠を供給してい

るが、この供給も月初めの一括納品が含まれていると考えられる。その後、震災の発生ま

では、供給の大きな変動はなく、安定している。 

震災の発生後の状況について、3 月 14 日においては 1,100 錠を延べ 2 件に供給している

のみである。宮城県内においては、この大手医薬品卸は、震災の発生直後からの混乱の中

で、安否確認や円滑な業務再開に向けた施設内の回復作業を優先している。また、3 月 14

日の月曜日についても、医療機関のお得意様に対して、安否確認を最優先として巡回して

おり、その際に直接、受注した医療用医薬品と 3 月 11 日の震災発生前に受注していた医

療用医薬品を 3 月 15 日に供給している。よって、3 月 14 日における医療用医薬品の供給

は非常に少なく、3 月 15 日以降は、供給錠数と供給件数が多くなっており、この週の合計

では月初めの供給錠数や供給件数を超えてきているため、安定供給と併せて仮需要も発生

している可能性がある。その翌週以降については、減少傾向にある。 

次に、睡眠剤である酒石酸ゾルピデム（販売名マイスリー）錠については、図-3-2 のと

おりである。 
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3 月 1 日に 7,100 錠を延べ 19 件に供給している。震災の発生後の状況については、3 月

14 日は 300 錠を延べ 2 件に供給するにとどまっている。しかし、3 月 15 日には 5,500 錠

を延べ 15 件に供給しており、この週については、その後も供給錠数と供給件数が増加して

いる。月初めの供給錠数と供給件数を震災発生の数日間で上回っていることから、需要に

対する供給がなされたと推測できる。また、3 月 18 日には 5,700 錠を延べ 16 件に供給し

ている。さらにその翌週についても、供給錠数と供給件数ともに増加したままで推移して

おり、仮需要の発生が推測できる。月末である 3 月 29 日以降にようやく供給錠数が低下

傾向となっている。 

次に、抗不安薬であるエチゾラム（販売名デパス）錠について、図-3-3 のとおりである。 
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3 月 1 日に 42,000 錠を延べ 52 件に供給し、その後、3 月 4 日に 32,900 錠を供給して

いるが、いずれも月初めの一括納品が含まれていると考えられる。翌週の震災発生までの

供給錠数と供給件数は比較的安定した状況である。震災の発生後の状況については、3 月

15 日に 15,200 錠を延べ 14 件に供給している。またその後、3 月 18 日に 23,400 錠を延べ

29 件に供給し、3 月 22 日に 21,700 錠を延べ 21 件に供給している。さらに、月末に近づく 

3 月 29 日にも 30,000 錠を延べ 23 件に供給している。 

 次に、解熱鎮痛消炎剤であるロキソプロフェンナトリウム（販売名ロキソニン）錠につ

いては、図-3-4 のとおりである。 
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この薬剤は、災害における直接的な疾患に対する適応があるが、3 月 1日に 11,450 錠を

延べ 13 件に供給している。その後、震災の発生までは供給錠数と供給件数に変動が少し大

きい傾向にあるが、震災の発生後の状況については、さらに変動が大きくなる。3 月 16 日

に 11,050 錠を延べ 12 件に供給しており、さらに 3月 17 日には、14,600 錠を延べ 13 件に

供給、翌日の 3 月 18 日には、14,700 錠を延べ 12 件に供給している。3月 22 日は、月初め

の供給錠数と供給件数を上回り、12,000 錠を延べ 14 件に供給している。このように震災

の発生以降、月初めの供給錠数と供給件数を 1 日で上回る、もしくは数日間で上回ること

から、需要に対する供給がなされたと推測でき、さらに、契約していない医療機関への供

給や同じ医療機関への供給回数そのものも増加したと考えられる。その翌週以降も週の前

半には、供給錠数と供給件数が増加傾向で推移しており、これらの状況から、大きな仮需

要が発生したと考えられる。 

以上のとおり、血圧降下剤、睡眠剤、抗不安薬、解熱鎮痛消炎剤の 4 薬効について、大

手医薬品卸が東日本大震災の発生月である 2011 年 3 月の 1 か月間に宮城県内に供給した

錠数・件数を確認した。 

宮城県においても、各薬剤ともに月初めの 3 月 1 日を中心に一括納品が発生していると

推測できる。震災の発生後は、供給錠数や供給件数の増加とばらつきがみられる。震災が

発生した翌週については、それらが顕著であり、月初めの供給錠数や供給件数と比較して、

震災発生後の数日間でそれらを上回るケースがあることから、需要に対する供給がなされ

たと推測できる。また、仮需要の発生が考えられる。しかし、各薬剤ともに 3 月下旬に向

けて、ばらつきが小さくなり、供給量が安定していく傾向がみられる。一方、ロキソプロ

フェンナトリウム（販売名ロキソニン）錠については、震災の発生から月末に向けて供給

量と供給件数が伸びたままの傾向が見受けられた。 

また、震災の発生した翌週の 3 月 14 日は、供給錠数と供給件数ともに非常に少ないが、

その後、複数日にわたり停滞したという状況は見受けられない。 

 

②宮城県における医療用医薬品の供給状況についてのインタビュー 

 この大手医薬品卸である株式会社メディセオにおいて、震災当時、宮城県での医薬品供

給を担った宮城営業部の部長職社員へのインタビューを交えて、医療用医薬品の供給状況

について確認した。インタビューの実施は 2017 年 1 月 12 日である。 
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3 月 11 日の午後 2 時 46 分に発生した地震によって、宮城県仙台市宮城野区や大崎市な

どは震度 6 強を記録した（河北新報社［編］2011,p.6）、（気象庁 2012b,p.177）。また、そ

の後の津波によって、宮城県における建物用地の 30％が浸水した（国土地理院 2011）。 

 震災の発生直後から、外出している営業担当者や配送担当者を含めた従業員の安否確認

を進めた。しかし、余震が続く状況であり、仙台支店と仙台中央支店（いずれも宮城県仙

台市宮城野区扇町 3-5-22）は建物の中に入ることができず、屋外で避難していた。全員の

無事が確認できたのは、午後 5 時前である。大崎支店（宮城県大崎市古川穂波 3-1-31）に

おいても、停電とガス漏れの中で従業員の安否確認を懸命に進めた。安否確認が終了し、

ガス漏れが止まったのは午後 6時過ぎである。本社の災害対策本部との連絡は、仙台支店・

仙台中央支店、大崎支店それぞれが 1回線のみ、アナログ回線の固定電話によって対応で

きた。 

震災発生の翌日である土曜日また日曜日にあたる 3月 12 日と 13 日については、倉庫内

の医療用医薬品の棚、機器や事務机またその周辺の片づけなどに追われた。 

3 月 12 日に厚生労働省から「緊急通行車両確認標章」の許可を得て、宮城県の警察にて

許可証発行を得ている。 

従来から、医療用医薬品について、この大手医薬品卸の宮城県内における流通は、埼玉

物流センター（埼玉県加須市大桑 1-9）からの便により、宮城県内の 3 支店へ供給され、

そこから、医療機関に供給されていた。3 月 13 日には、3 月 11 日の震災前に受注していた

医療用医薬品が、埼玉物流センターから別々の 2 便で、仙台支店と仙台中央支店、また大

崎支店にそれぞれ到着した。その中には、この大手医薬品卸が独自に選定した緊急医薬品

127 品目が含まれていた。震災の発生以降、この埼玉物流センターからの供給は安定して

いた。 

「震災発生後の土曜日と日曜日で、医療用医薬品の安定供給のための準備を整えること

ができた。この 2 日間がなければ、円滑な供給再開をすることができなかったと思う」（元

宮城営業部部長）。 

3月14日の月曜日は、被害の大きさを鑑みて、医療機関の状況確認を最優先に活動した。 

「3 月 14 日は、ほとんど医療用医薬品を供給しなかった。安全確保とガソリンの節約の

ため 2 人 1 組で、医療機関のお得意様を直接訪問し、お得意様の安否確認を進めた。同時

に、今後の医療用医薬品の供給体制の説明と受注を進めた。橋が道路からずれている、ま

た、道路の亀裂や障害物などがあったので、通行できる道路を探して迂回しながら、この
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訪問活動を 3～4 日間、継続した。一般道路は渋滞があったが、なんとか走行することはで

きた。ガソリンについては、地元のガソリンスタンドで優先的に供給してもらった」（元宮

城営業部部長）。 

一方、3月 19 日は土曜日であり、通常、埼玉物流センターからの便は到着しないが、こ

の日は、土曜日の朝に便を仙台に到着させた。 

地震と津波による建物用地への浸水が激しかった宮城県内において、3 支店における担

当エリアと詳細な活動は次のとおりである。 

まず、仙台中央支店は、仙台市内と東松山市、また多賀城市や塩竃市が担当エリアであ

り、仙台支店は仙台市内を除くその南側が担当エリアである。同じ建物内にある仙台支店

と仙台中央支店は、散乱する医療用医薬品や機器などの現状復帰を急ぎ、また、医療用医

薬品の保管場所や棚の補強を進めた。 

3 月 14 日、仙台支店と仙台中央支店は社内のネットワークシステムがつながり、受注し

た医療用医薬品のデータを埼玉物流センターにそのシステムにて送信できるようになった。 

また、大崎支店は仙台市内を除くその北側が担当エリアであり、被害が大きい石巻市や

南三陸町を含んでいる。地震と津波で交通網が分断された気仙沼市への医療用医薬品供給

は、自衛隊ヘリコプターの活用があり、震災の発生直後から 1週間程度、ヘリポートに医

療用医薬品を運んだ。 

大崎支店は 3 月 15 日に自家発電機設置によりネットワークシステムがつながったが、

受注した医療用医薬品を通常どおりにそのシステムにて送信できるようになったのは 3月

16 日以降である。それまでは、電話連絡によって仙台支店などのネットワークシステムか

ら埼玉物流センターへ受注データを送信した。 

なお、宮城県における人口の移動を確認すると、3 月において 4,414 人の県外への転出

超過であり（総務省統計局 2012,p.4）、3月 31 日現在の宮城県内における避難所への避難

者数は 7 万人以上にのぼっている（宮城県 2017）。 

現在の法律上では、医薬品卸による医療用医薬品の供給先は医療機関・薬局等の所在地

に限定されているため、医薬品卸単独では救護所や避難所への医療用医薬品供給ができな

い（21）（日本医薬品卸売業連合会 2015,p.17）。 

 以上、宮城県での医薬品供給を担った宮城営業部の部長職社員へのインタビューを交え

て、医療用医薬品の供給状況について確認してきた。 

 医療用医薬品供給の仮需要や不規則なタイミングでの供給対応は 3 連休（3 月 19 日から
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21 日）以降に落ち着いてくるだろうと、この大手医薬品卸の本社にある災害対策本部では

考えていたが、現地でも結果的にはそうであったと捉えている。ただ、月末近くで供給錠

数や供給件数が増加する日が見受けられた。 

 「受注した医療用医薬品については供給できた。また在庫も切れなかった。大きな余震

が続き不安が収まらない中で、従業員が懸命に安定供給に努めた」（元宮城営業部部長）。 

宮城県においては、南三陸町の複数のお得意様が壊滅するなど、地震に加えて浸水によ

る医療機関の被害が大きかったため、3月 14 日以降、訪問活動による地域の医療機関との

結びつきを重視した情報収集・提供に力を入れて取り組んだ。また、ガソリンの確保につ

いても日常の地域的な繋がりが功を奏して、その結果、医療用医薬品の安定供給に結びつ

いたと考える。 

 

（3）福島県における医療用医薬品の供給状況 

 

①福島県における医療用医薬品の供給錠数・件数 

 血圧降下剤、睡眠剤、抗不安薬、解熱鎮痛消炎剤の 4薬効について、大手医薬品卸が震

災の発生月である 2011 年 3 月の 1 か月間に福島県内に供給した錠数・件数を集計し、図-

4-1 から図-4-4 までのとおり、グラフ化した。横軸は 2011 年 3 月の各日付であり、その日

に供給した錠数を棒グラフ（メモリ左軸）で、延べ供給件数を折れ線グラフ（メモリ右軸）

でそれぞれ示している。 

血圧降下剤であるカンデサルタン シレキセチル（販売名ブロプレス）錠については、図

-4-1 のとおりである。 
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3 月 1 日に 22,200 錠を延べ 57 件に供給しており、月初めの一括納品が含まれていると

推測できる。その後、震災の発生までは 1日の供給量が 2,900 錠から 6,500 錠のあいだで

推移し、比較的安定した供給状況である。震災の発生後の状況については、3 月 14 日に

11,500 錠を 32 件に供給している。この週については、その後も供給錠数と供給件数が多

い状況のままで推移しており、月初めの供給錠数や供給件数を 5 日間の合計で大きく上回

っていることから、需要に対する供給が進んだと考えられ、また、仮需要の発生も考えら

れる。その翌週からは、供給錠数と供給件数ともに徐々に減少する傾向にある。 

次に、睡眠剤の酒石酸ゾルピデム（販売名マイスリー）錠は、図-4-2 のとおりである。 
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3 月 1 日に 9,100 錠を延べ 26 件に供給しており、この供給錠数の大きさから、やはり、

月初めの一括納品が含まれていると推測できる。震災の発生後の状況については、3 月 14

日に 2,700 錠を 16 件に供給しており、この週については、月初めの供給錠数と供給件数を

合計で上回り、増加傾向で推移していることから、需要に対する供給が十分になされてい

ると考えられ、その翌週からは、供給錠数と供給件数ともに徐々に安定してきている。 

次に、抗不安薬であるエチゾラム（販売名デパス）錠については、図-4-3 のとおりであ

る。 

 

 

 

3 月 1 日に 27,300 錠を延べ 32 件に供給しており、この薬剤についても月初めの一括納

品が含まれていると推測できる。その後、震災の発生までは、供給件数は多いものの、各

日の供給錠数は比較的安定した状況である。震災の発生後の状況については、3月 14 日に

13,000 錠を 23 件に、また、3月 15 日に 12,500 錠を 24 件にそれぞれ供給している。この

ようにこの 2 日間で 47 件に供給しており、月初めの供給件数である 32 件を大きく上回っ

ている状況から、需要に対する安定供給と併せて仮需要の発生が考えられる。その翌週か

らは、供給錠数と供給件数ともに、やはり徐々に減少する傾向にある。しかし、3月 28 日

は 13,400 錠を延べ 18 件に供給している。 

次に、解熱鎮痛消炎剤であるロキソプロフェンナトリウム（販売名ロキソニン）錠につ

いては、図-4-4 のとおりである。 
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この薬剤は、災害における直接的な疾患に対する適応がある。3 月 1 日に 12,500 錠を延

べ 14 件に供給している。その後、震災の発生までは安定した供給状況であり、むしろ減少

傾向で推移している。震災の発生後の状況については、3 月 14 日に 16,300 錠を 27 件に供

給している。これは月初めの供給錠数を 1日で大きく上回っており、また、供給件数も月

初めの供給件数を１日で大きく上回っている。この状況から、明らかに大きな仮需要が発

生し、それによる供給錠数の増加があったと考えられる。一方、契約していない医療機関

も含めて供給する医療機関の軒数そのものの増加、もしくは同じ医療機関への供給回数が

増加したと考えられる。この週については、その後も供給錠数と供給件数が多い状況で推

移している。その翌週からは、供給錠数と供給件数ともに徐々に安定する傾向にある。 

以上、血圧降下剤、睡眠剤、抗不安薬、解熱鎮痛消炎剤の 4 薬効について、大手医薬品

卸が東日本大震災の発生月である 2011 年 3 月の 1 か月間に福島県内に供給した錠数・件

数を確認してきた。 

各薬剤ともに月初めの 3 月 1 日に一括納品が含まれていると推測できる。その後、震災

の発生までは比較的安定した供給状況である。また、震災の発生後は、供給錠数や供給件

数の増加とばらつきがみられる。特に震災が発生した翌週については、それらが顕著であ

る。やはり、月初めの供給錠数と供給件数を震災発生直後もしくは数日間で上回るケース

があることから、需要に対する供給がなされたと推測できる。また大きな仮需要もあった。

さらに、災害における直接的な疾患に対する適応があるロキソプロフェンナトリウム（販
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売名ロキソニン）錠は、特に 3 月 14 日の週に供給量と供給件数が著しく伸びていた。 

しかし、各薬剤ともに 3 月下旬に向けて、ばらつきが小さくなり、供給量が安定してい

く傾向がみられる。震災の発生から、供給そのものが複数日にわたり停滞したという状況

は、やはり見受けられない。 

 

②福島県における医療用医薬品の供給状況についてのインタビュー 

 この大手医薬品卸である株式会社メディセオにおいて、震災当時、福島県での医薬品供

給を担った福島営業部の部長職社員へのインタビューを交えて、医療用医薬品の確保とそ

の供給の状況について確認した。インタビューの実施は 2016 年 7 月 15 日である。 

従来から、医療用医薬品について、この大手医薬品卸の福島県内における流通は、埼玉

物流センター（埼玉県加須市大桑 1-9）からの夜間便により、福島県内の 4 支店へ供給さ

れ、そこから、医療機関に供給されていた。 

埼玉物流センターから福島県内の 4 支店への供給ルートは 3 つである。埼玉物流センタ

ーから東北自動車道を利用して郡山支店（郡山市下亀田 1-15）に到着し、その後、2トン

トラックに積み替え、東北自動車道を利用して福島支店（福島市南矢野目字鵯目 50-2）に

到着するルート、埼玉物流センターから東北自動車道を利用して郡山支店に到着した後、

磐越自動車道を利用して会津支店（会津若松市宝町 5-6）に到着するルート、埼玉物流セ

ンターから常磐自動車道を利用していわき支店（いわき市内郷高坂町桜井 93-327）に到着

するルートである。 

 震災発生の翌日である 3月 12 日には、高速道路などは「緊急通行車両確認標章」の許可

と許可証により、優先通行できた。 

「埼玉物流センターからの便は 3 月 14 日の未明から朝にかけて、福島県内の 4 支店に

通常どおりに到着した。驚きと安堵を感じた」（元福島営業部部長）。 

 震災の発生は、3 月 11 日の金曜日の午後であり、その翌日の土曜日と日曜日の 2 日間に

おいて、医療用医薬品を供給するための環境や体制を整えることができた可能性が高い。 

 調剤薬局においても、「土曜日と日曜日の 2 日間は、3 月 14 日の開局に向けて薬局内の

片づけを進めた」（須賀川市薬局経営者）という状況であった。 

 3 月 15 日の夜の計画停電の影響や仮需要的な受注でデータ量も大きくなったことから、

特に出荷に遅れが出てきた。しかし、埼玉物流センターから福島県内の 4 支店への医療用

医薬品の供給に影響が出ることはなかった。 
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 さらに、福島県内で勤務する従業員は地元での採用者が多かったが、出勤人数の不足に

より供給に支障が出るということもなかった。 

 また、「医療機関からの受注や本社災害対策本部とのやりとりは、すぐに固定電話がつな

がったので対応できた」（元福島営業部部長）。なお、福島支店と郡山支店については、パ

ソコンなどのネットワークシステムが不通であり、3 月 14 日に復旧している。 

 一方、福島県内の一部地域で、住民への避難指示や屋内退避指示が拡大する中、福島県

内の 4支店での動きは次のとおりであった。 

 まず、福島支店においては、2 つある福島原子力発電所が担当エリアの中に含まれてい

た。震災の発生後、福島県には、国から原子力緊急事態宣言が発令され、避難指示や屋内

退避指示のエリアが拡大していった（河北新報社［編］2011）、（福島県 2017）。 

「そのエリア外周辺も含めて、医療用医薬品供給量の増加はなく、仮需要もなかった。

患者の増加もなかった」（元福島営業部部長）。 

 福島支店は、「緊急時避難準備区域」で開業している医療機関に対して、3 月 16 日から

4 月末ごろまで、陸上自衛隊に医療用医薬品の供給を託した。福島県医薬品卸業協同組合

から福島県薬務課を通じて、陸上自衛隊に依頼し実現したものである。 

「段ボール箱にお得意様の名を記載した紙を貼り、医療用医薬品をその段ボール箱に入

れて、平日の毎朝 9時までに県庁に届け、それを陸上自衛隊が医療機関に届けた」（元福島

営業部部長）。陸上自衛隊が配送していた地域は、緊急時避難準備区域で、外部からは入れ

ないが住民が残っていた地域である。「3 月 14 日と 15 日は、この区域に供給はしていな

い」（元福島営業部部長）。 

福島支店の南に位置する郡山支店においても、「医療用医薬品供給量の増加はなく、仮需

要もなかった。患者の増加もなかった」（元福島営業部部長）。 

郡山市のすぐ南に位置し郡山支店管轄の須賀川市においても、「調剤薬局については在

庫や医療用医薬品の供給体制について問題はなかった」（須賀川市薬局経営者）。 

 郡山支店の西に位置する会津支店においては、「避難してきた住民が増加し、患者が大幅

に増加した。仮需要も発生した可能性が高い。医療機関に医療用医薬品を供給する事前準

備として、支店で実施する薬剤やその数量の確認に多くの時間を費やした。それが一週間

くらい続いた。供給量は通常の２倍くらいになったと思う」（元福島営業部部長）とのこと

であり、非常に興味深い。 

福島県のいちばん東に位置するいわき支店においては、いわき市と、福島原子力発電所
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の南側までが担当エリアであり、3月 16 日から、いわき支店の従業員を自宅待機にして支

店を閉鎖した。 

「医療機関からの受注は、代わりに郡山支店で行ったが、その受注量は非常に少なかっ

た。人的な不足から診療・調剤できない医療機関もあった。この地域外への住民の避難も

多かったと思う。3 月 22 日に支店を再開（22）したが、その後の供給量も少ない状況であっ

た。また特に、いわき支店は、近隣にガソリンスタンドが少なく、再開してからガソリン

不足に苦労したが、ガソリン不足で医療用医薬品を供給できないということはなかった」

（元福島営業部部長）。 

なお、福島県における人口の移動を確認すると、震災が発生した 2011 年 3 月において

は 5,941 人の県外への転出超過であり、前年の同月は 2,733 名の転出超過であった（総務

省統計局 2012,p.6）。 

 以上、福島県での医薬品供給を担った福島営業部の部長職社員へのインタビューを交え

て、医療用医薬品の供給状況について確認してきた。 

 「福島県内全体として、医療用医薬品の供給体制や在庫の確保については、問題なかっ

たと思う。受注した医療用医薬品については、タイムリーに供給できたと思う。ただし、

求められている医療用医薬品の受注情報をすべて入手できていたかどうかについてはわか

らない」（元福島営業部部長）。 

患者数の増加と仮需要については、会津地方を中心に発生した可能性が高い。震災が発

生した翌週は、4 薬剤いずれも供給錠数と供給件数ともに増加している。その中でも、解

熱鎮痛消炎剤であるロキソプロフェンナトリウム（販売名ロキソニン）錠については、大

きな仮需要が発生したと考えられる。 

 

（4）エチゾラム（販売名デパス）錠での供給状況の検証 

岩手県、宮城県、福島県に供給したエチゾラム（販売名デパス）錠 0.5mg について、東

日本大震災が発生した 2011 年 3 月の初日の供給錠数を 1 としてベンチマークと定め、そ

の後、この 3 月の各日の供給錠数との比率を計算し、その推移をグラフ化した。このグラ

フと同様にその 2 年後である 2013 年 3 月についても初日の供給錠数を 1 として、その後

の各日の供給錠数との比率をグラフ化し、2011年 3月と 2013年 3月とのグラフを重ねた。

また、供給件数についても同様にそれぞれ作成し、それらの結果を図-5 から図-7 の各図の

とおりまとめた。 
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同一地域にて同一薬剤が、時間を異にしてどのような供給の特徴や違いを見せるのかを

確認することで、違った切り口から 2011 年 3 月における医療用医薬品の供給の状況を確

認する。 

抗不安薬であるエチゾラム（販売名デパス）錠 0.5mg の供給状況を選択した理由につい

て、この薬剤は 1984 年に上市され、薬効の特性という点から安定した処方がされており、

積極的な販売促進活動などのイレギュラーによる供給錠数や供給件数の変化が少ないこと

に着目した。 

また、2012 年は 4月に薬価改定が実施された。その影響による 3 月の供給錠数や供給件

数の変化を避けるために、薬価改定が実施されなかった 2013 年のデータを活用した。2011

年と 2013 年の各 3 月における状況比較となるため、このように様々な外的要因が供給の

状況の変化に影響を及ぼさないための薬剤選択と対象比較年度とすることにした。横軸は

実稼働日数であり、両年の日数そのものの違いや曜日のタイミングの違いなどがあるため、

各日の条件が厳密には揃っていない。 

なお、参考として参考図-2 と参考図-3 にて F 検定による分散の検定結果を示している。 

 

①岩手県における 2011 年（震災発生年）と 2013 年の各 3月度の供給状況  

岩手県におけるエチゾラム（販売名デパス）錠 0.5mg の供給状況は、図-5-1（供給錠数）

と図-5-2（供給件数）のとおりである。 

図-5-1 については棒グラフが 2011 年 3 月における供給錠数であり、また折れ線グラフ

が 2013 年 3 月の供給錠数である。図-5-2 については、四角のマーカーによる折れ線グラ

フが 2011 年 3 月における供給件数であり、また、丸のマーカーによる折れ線グラフが 2013

年 3 月の供給件数である。 
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岩手県においては、実稼働日数の 10 日目あたりから、2011 年においては震災の影響が

出てきていると考えられる。仮需要の発生と併せて、需要に対する供給錠数や供給件数に

大きな伸びが見られ、その後、下旬に向けて減少傾向となる。しかし 2013 年においては中

旬において大きな伸びは見られず、下旬に入って供給錠数と供給件数が同様に伸び、最後
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の 3 日間については在庫圧縮をしていると推察される。この 2013 年の変動の状況は、医

薬品卸の医療用医薬品販売額の 1 か月における一般的な推移と類似している。このように

通常の 3 月であれば、月初めと下旬において供給錠数が伸び、その後、月末の数日間は供

給錠数が減少するが、2011 年の 3 月においては、震災直後からの伸びが大きく、その後、

その反動とも考えられる供給の沈静化に向かうという傾向である。この岩手県においては、

月初めの供給錠数と延べ供給件数をベンチマークとした場合、2011 年と 2013 年の各 3 月

におけるそれぞれの供給状況の違いと特徴を顕著に示したと考えられる。大きな仮需要の

発生とその需要に対する供給の状況を確認できる。 

参考図-2 において、岩手県における供給錠数の比較は、F 検定による p 値（有意確率）

が非常に小さい値であるため、2 グループ間の分散に差があると考えられるが、グラフか

ら確認するかぎりにおいて、需要に対する安定供給がなされていないとは考えにくい。 

 

②宮城県における 2011 年（震災発生年）と 2013 年の各 3月度の供給状況 

宮城県においては、岩手県ほど顕著ではない。図-6-1 と図-6-2 のとおり、珍しい傾向で

はあるが、2011 年において月初めの一括納品が実稼働の 1 日目から 4 日目までに分散され

たと考えられるため、月初めの 1 日だけをとらえると、その状況がその月のベンチマーク

になり得ていない。これによって、どこまでをベンチマークである一括納品として認識す

れば良いのかについて明確にすることができなかった。 

一方、2011 年は稼働日数の 14 日目あたりから供給錠数と供給件数の伸びとばらつきが

多少見られ、下旬における供給の増加傾向が示されており、需要に対する供給がなされて

いると考えられる。F検定の結果を踏まえても 2013 年のトレンドと際立った違いはないと

考えるが、宮城県においては震災発生の 4日後から供給を再開しているため、供給が東日

本大震災の発生から少し遅れて、3月の後半から高まっている状況であろう。 
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③福島県における 2011 年（震災発生年）と 2013 年の各 3月度の供給状況 

福島県においては、2013 年において月初めの一括納品が実稼働の 1日目と 2日目に分散

されたため、図-7-1 と図-7-2 のとおり月初めの 1 日だけをとらえると、その状況がその月

のベンチマークになり得ていない。 
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そこで、実稼働の 1 日目と 2 日目を合計によって修正し、それを 1として、その後の各

日の供給錠数と供給件数の比率をグラフ化し、破線で追加した。福島県については、図-7-

1 については、棒グラフが 2011 年 3 月における供給錠数であり、また折れ線グラフについ
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ては三角のマーカーが 2013 年 3 月の供給錠数であり、破線が修正をした 2013 年 3 月の供

給錠数である。図-7-2（供給件数）については、四角のマーカーによる折れ線グラフが 2011

年 3 月における供給件数であり、三角のマーカーによる折れ線グラフが 2013 年 3 月の供

給件数である。また、破線が修正をした 2013 年 3 月の供給件数である。 

これらの修正により実稼働日数の 9 日目または 10 日目くらいからの供給錠数と供給件

数の増加傾向が確認でき、その後、F 検定の結果も含めて確認すると、月末に向けて 2013

年の供給トレンドと類似して、もしくは 2013 年のトレンドを上回って供給してきている

ことを確認できた。 

 

以上をとりまとめると、岩手県、宮城県、福島県に供給した抗不安薬であるエチゾラム

（販売名デパス）錠 0.5mg は、岩手県において、月初めをベンチマークとして 2011 年の震

災時と 2013 年の通常時での供給について、3 月中旬から大きな特徴の違いを確認するとと

もに、やはり 3 月末に向けて供給が安定し、仮需要の発生への対応を含めて需要に対する

供給ができたであろうことを確認できた。福島県においても修正によってある程度、岩手

県と同様の傾向であることを確認できた。 

一方、宮城県においては、2011 年と 2013 年において、供給のトレンドの違いや特徴を

確認しづらかった。これは、月初めの一括納品が 2011 年については実働 4 日まで反映し

ているということ、また、震災時においても通常時と同様に安定供給することができたと

考えられる一方、2013 年を含めて、宮城県における特殊要因や地域性もしくは外的な要因

による影響があったとも考えられるであろう。これについては明確な理由を見出せなかっ

た。 

ただし、この大手医薬品卸は、東日本大震災発生の翌年に岩手県で新たな大型物流拠点

を竣工させ、また宮城県にも物流拠点を置いた。これらにより、安定供給へのリスクとな

る在庫量の増減を回避するという考え方とは正反対に、むしろ規模の拡大や機能強化によ

り、入出庫などの庫内業務を月末に集中させることを可能とした。特に大都市を有する宮

城県は、震災発生から 2 年後の 2013 年においては、2 月末に在庫量を大きく圧縮させて 3

月初めの一括納品を初日 1日だけで集中かつ大量に進めた可能性がある。一方、福島県に

おいては、2013 年 3 月の月初めの一括納品は初日と 2 日に分散していた。 

また、震災発生 2 年後の 2013 年 3 月 1 日は金曜日であったため、特に岩手県と宮城県

については、実稼働の初日である週末金曜日に供給を集中した可能性も高い。 
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これらの影響により、ベンチマークとなるべき 2011 年 3 月の月初めと 2013 年 3 月の月

初めにおける納品の状況の違いが、両年の比較を少し困難なものにしている。  

 しかし、各県の供給件数については、参考図-3 にて F検定による p 値（有意確率）が有

意水準 0.05 よりもいずれも大きい値であるため、2 グループ間の分散に差があるとは考え

にくく、安定供給されている 2013 年と同様に 2011 年についても同じような分散の状況で

あったと考えられる。 

 いずれにしても、2013 年と比較して 2011 年が供給量や供給件数の低下を継続的に発生

させていることはなく、仮需要の発生への対応を含めて、医療用医薬品の安定供給を進め

ていたことが確認できたと考える。 

 

10.供給、特性・ジレンマ、連携についての検証 

  

 「供給」「特性・ジレンマ」「連携」の 3 つの項目に沿って、東日本大震災において、医

療用医薬品の供給がどのような環境や条件また商慣習などの中で展開されたのかについて、

あらためてここで検証していく。 

一方、この東日本大震災における医薬品卸の事業活動を通じて、現在における医療用医

薬品の供給についての特性と課題を確認する。 

 結論を先に取りまとめて示すと、まず「供給」については、外的な悪影響を受けず、需

要に対しては医療用医薬品の安定供給を果たすことができたと考える。 

「特性・ジレンマ」については、在庫圧縮・規模の拡大の重要性を求める一方、安定供

給や地域密着という社会性を発揮していくというジレンマが生じる中で、今回の大災害に

おいては「良き」商習慣が、運よく功を奏したのではないかという課題が生まれた。 

「連携」については、限定された範囲での共助・連携があったが、広範かつ地域的な連

携や地方行政・自治体などとの連携について課題があった。 

 

（1）震災発生後の医療用医薬品「供給」をめぐって 

 大手医薬品卸が、震災の発生月である 2011 年 3 月の 1か月間に岩手県、宮城県、福島県

内に供給した 4 薬剤について錠数・件数を集計し、また、業界関係者へのインタビューや

情報収集の結果、以下の状況を確認することができた。 
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①時系列でのグラフからわかった安定供給について 

第一に、グラフによって確認できる状況についてである。震災の発生直後、供給のばら

つきと供給量の増加がみられた。3 月下旬に向けて、ばらつきが小さくなり、供給量が安

定していく傾向がみられ、また、震災の発生から、供給そのものが複数日にわたり停滞し

たという状況は見受けられなかった。 

各薬剤を月初めの一括納品もしくは月初めの通常の納品にて供給した「件数」は、延べ

件数ではあるものの医薬品卸がその県で、その薬剤について医療機関と取引契約している

総軒数に非常に近い。月初めにおいて汎用医療用医薬品については、ほとんどすべての医

療機関が医薬品卸からの供給を受けるのである。このように、グラフに示した月初めの一

括納品を含んだ供給件数は、その県におけるその薬剤供給の総軒数に近いため、ベンチマ

ークとなり得る。よって、月初めの供給件数は、その月において、その後の供給の状況を

確認する上で非常に重要な指標となり、今回の東日本大震災における医療用医薬品の供給

状況も十分に示してくれたと考えている。 

震災の発生後の１日もしくは数日以内で供給した件数の合計が、総じて月初めの供給の

件数を超えているもしくはそれに近い供給件数になったというグラフ集計結果から、この

医薬品卸が、取引契約している医療機関からの需要に対して、訪問し、供給がなされてい

ると推察できる。これは医薬品卸が取引契約している医療機関に対して円滑な供給をして

いるという大きな根拠であると考える。 

一方、月初めの一括納品や通常納品の際に供給する各薬剤の「錠数」の状況については、

汎用の医療用医薬品については月初めの納品にて、その月に使用する薬剤の一週間分くら

いの薬剤を医療機関は確保するが、薬剤によってその期間は異なる。これに前月の在庫残

と合わせて医療機関における全体の在庫となる。 

この月初めの供給錠数の意味については、その薬剤の包装単位、包装そのもののサイズ、

薬剤の効能や平常時の汎用性などの薬剤特性によって医療機関が月初めに確保する薬剤の

量が異なるため、分析が難しい。しかし、月初めに供給される一括納品を含めたこの供給

錠数についても、震災発生後の供給状況や仮需要発生のベンチマークとしての大きな参考

材料となる。いずれにしても、一括納品を含む月初めの供給錠数と供給件数を震災発生直

後もしくはその数日間で上回るケースが多いことから、この東日本大震災において、医療

機関からの医療用医薬品の需要に対して医薬品卸が、震災前の供給能力を早期に回復し、

平常時を上回る供給量を記録したと考える。 
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②インタビューからわかった安定供給について 

第二に、医療用医薬品の供給体制そのものや、医療機関からの受注とデータ送信、また

在庫の確保について、円滑に対応することができたことをインタビューから確認した。こ

れは、仮需要の発生への対応も含めてのことである。 

この大手医薬品卸における医療用医薬品の確保については、直接的な被害が小さかった

埼玉県の物流拠点から、被害エリアの各支店が安定して供給を受けたことにより、流通網

が寸断する被害エリアにおいて、医療機関から受注した医療用医薬品を安定供給すること

ができた。広域で展開する大手医薬品卸の強みのひとつであろう。この供給の流れが、震

災という大きなリスクへの対応に効果を発揮したと考えられる。 

また早期に、厚生労働省から「緊急通行車両確認標章」の許可を受け各警察署にて許可

証の発行を得たことや、地元でのガソリン確保に努めたこと、加えて、医療機関からの医

療用医薬品に対する需要を情報収集し、その確保と供給に努めた医薬品卸の共助や連携す

る姿を確認することができ、これらの取組みが安定供給に結びついたのであろう。 

一方、月初めの一括納品という業界の商慣習により、医療機関に在庫が積み増された影

響もあり、震災が発生した 3 月中旬において、医療用医薬品の供給は医療機関からの受注

に対して、比較的安定して対応できたと考えることができる。 

さらに、震災の発生は金曜日の 14 時 46 分であったが、当時、医薬品卸は週末に向けて

その前日に多くの医療用医薬品を受注し、金曜日の午前中もしくは午後の早い時間にて医

療機関に供給を終えていた可能性も高い。 

このように、医薬品卸による月初めの一括納品、週末に向けた供給量の増加、午前中な

どの早い時間における供給などの商慣習が、今回の震災の発生においては「悪しき」商慣

習ではなく、医療用医薬品の確保という面で「良き」商習慣として有効であったと考えら

れる。 

加えて、震災の発生が金曜日であったため、当時の商慣習で医療用医薬品を供給してい

なかった翌日の土曜日と日曜日に、受発注システムや在庫、施設・機器、労働力を含めた

供給体制を立て直すことができたことにより、その後の医療用医薬品の安定供給に結びつ

いたと考えることができる。言い換えれば、震災発生の 2 日間については、医薬品卸は医

療用医薬品を供給せずにもしくはできずに原状回復を行い、また医療機関についても同様

にこの 2 日間については発注をできない状況にあったであろう。 
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なお、この大手医薬品卸については、震災による医薬品の破損金額が概算で 5 億 50 百

万円であると報告されている。 

また、従業員の採用と勤務地については、各地域の地元で採用し配属することが常であ

ったが、結果的には出勤人数の不足により供給に支障が出るということはなかった。 

もっとも、仙台市立病院が震災の発生後にまとめた報告書によると、医薬品メーカー各

社の生産工場が損傷したことによる欠品や供給不足は 1週間後から表面化して、代替品の

処方や処方制限をしながら対応したとある（仙台市立病院 2012,p.19）。本稿では大手医薬

品卸の汎用医療用医薬品をサンプルとして供給の状況を確認したことにより、こうした事

情が「見えなく」なっていることは否めない。 

この大手医薬品卸においては、震災後にほとんどの医薬品メーカーから埼玉県の物流拠

点などに安定的に医療用医薬品が入荷することが確認できたため、通常の在庫量を上回っ

た仕入をすることはなかったが、一部の医薬品メーカーについては入荷の遅れや入荷の量

が医薬品卸の要望よりも少ないというケースが社内にて報告されている。 

ただし、医薬品卸の支店における在庫を増加させたという記録は残っていた。 

なお、比較的備蓄の困難な液体酸素関連については、結果的に乗り切れたとはいえ、医

療用医薬品よりも事情は切迫していた。 

液体酸素を手掛ける企業の記録（大陽日酸株式会社 2011,pp.12-13）によると、医薬品

卸と同様に従業員の安否確認に追われる中、3月 13 日には宮城県から緊急配送の要請が出

て、これには個別に対応せざるを得なくなっている。 

一方、厚生労働省医薬食品局は 3 月 14 日、医療用酸素ガスボンベの代わりに工業用ガ

スボンベを使って液体酸素を供給することを条件付きで認め、諸注意とともに通知してい

る。同業のエア・ウォーターグループが Web サイトで提供する記事（エア・ウォーターグ

ループ 2012）によると、「在宅の酸素濃縮器は停電で使えなくなるため、同社は酸素吸入

を必要とする患者が集まる病院に向け、全国から小型(携帯用)酸素ボンベと、電源のある

病院で使うための酸素濃縮器を送り込み、最初の便は 3 月 12 日の夜に福島県に到着した」

と記載されている。厚生労働省の通知は、こうした自宅への液体酸素分配に小型の工業用

ガスボンベを流用することを指したものと思われる。 

  

③震災発生後の医療用医薬品の仮需要をめぐって 

震災による医療用医薬品の仮需要については、いくつかの事象により発生すると考える。 
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まず、一つめとして、震災によって紛失また住民が一時的に体調不良におちいり、処方

が増加し需要が高まることにより発生する仮需要がある。 

二つめに、震災によって医療用医薬品の供給量が減少することを懸念した医療機関や患

者が予備的動機により需要を高めることにより発生する仮需要がある。 

三つめに、震災によって医療行為が困難になったエリアから震災の被害が少ないエリア

に患者が来るもしくは搬送され、被害の少ないエリアで発生する仮需要がある。 

四つめに、震災によって直接的な被害を受けたエリアの医療機関に対して、震災の被害

の少ない医療機関が医療用医薬品を支援により供給することにより、被害が少ないエリア

で発生する仮需要がある。 

これらの医療用医薬品の仮需要の発生について、この東日本大震災における岩手県、宮

城県、また福島県においては、震災発生の直後から、実際の供給錠数や供給件数の増加を

確認することができ、さらにそれらが、ベンチマークとなるその月初めの供給錠数や供給

件数を震災発生後の１日もしくは数日で上回っている状況は、その薬剤についてその県で、

取引契約している医療機関以外への需要も含めた仮需要への対応がなされていると推察で

きる事象である。しかし、発生の量やそのタイミングについては、被害を受けた各県や医

療用医薬品の薬効によって、異なる動きも確認できた。なお、一つめに挙げた紛失や一時

的な体調不良による仮需要は、他の仮需要の原因ともなりうるものである。 

 今回の仮需要の発生について、供給量の減少を懸念するがゆえの仮需要や、実際に体調

不良を起こしたことによる仮需要というよりも、震災の被害が少ないエリアに患者が移動

しその場での仮需要が発生したと考えられるのが、三つめに挙げた仮需要であり、岩手県

における津波被害を受けた東側沿岸から内陸部へと患者が移ったことによる仮需要の可能

性や、福島県における会津地方での供給量増加などであると考えられる。しかし、これら

が県内での移動であるかぎり各県における供給量全体へは影響を及ぼさない。本稿におい

ては、各県の単位での供給量と供給件数の販売データを活用しているため、厳密には各県

内における患者移動による仮需要の状況を明確には数値で捉えることができていない。 

とはいうものの、このような患者の動きをインタビューにて確認できたことと、各県内

における月初めの供給状況と震災発生後の供給状況から、供給量の減少を懸念する仮需要

や、実際に体調不良を起こした患者の増加、紛失による仮需要を含めて、いくつかの原因

による事象が複合的に重なり、各県での単位で仮需要が発生し、需要そのものが大幅に増

加したと考える。この大手医薬品卸においても、3月 17 日に本社で開かれた災害対策本部
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連絡会において、「仮需要はいつ止まるのか」「不安感による買い占め（まとめ買い）を回

避するように努めなければならない」という議論がなされていた。 

しかしながら、インタビューによって、このような仮需要の発生の中においても医療用

医薬品の需要に応じた安定供給を確認できたと考える。 

なお、岩手県、宮城県、福島県の 3 県以外においても、震災の被害が少ないエリアに患

者が移動（転入）してきたことにより発生する仮需要や、震災の被害が少ない岩手県、宮

城県、福島県の 3県以外の医療機関から 3県にある医療機関に医療用医薬品を供給するこ

とにより、3 県以外のエリアで仮需要が発生している可能性があろう。 

 

（2）医療用医薬品流通の「特性とそのジレンマ」 

 医療用医薬品の流通を担う医薬品卸は、医薬品卸業界内でもよく言われているように「生

命関連商品を取り扱っている」という自負を持つ。それゆえ、この事業が公的もしくは社

会的な性格を有すると捉えられていると考えるが、その一方、営利を目的とする事業活動

としての側面も有している。このことによるジレンマのあることが、三村・伊藤によって

以下のとおり示されている（三村・伊藤 2007）。 

「医薬品流通における危機管理の重要性は、平時にはなかなか意識されにくい。それに

は、公的性格を有する医薬品流通の担い手が私企業であることが大きく影響している。医

薬品流通業が営利企業である以上、予見されるとしても確実に発生するとは限らない災害

よりも、他社との競争や売上高、利益、生産性、効率性といった経営指標への関心が向か

うことはやむを得ない。医薬品流通業は必然的に、ライフライン企業としての側面と営利

を追求する経済主体としての側面の狭間で、ジレンマを抱え込むことになる」と述べられ

ている（三村・伊藤 2007,p.160）。 

 ここでは、フリーキャッシュフローの観点や制度・商習慣と、東日本大震災で発生した

事象とを照らし合わせて、医療用医薬品流通のジレンマについて展開する。具体的には、

大きく「在庫の調整と安定供給」「規模の経済と地域密着」という 2つの捉え方でまとめ、

その中で医療用医薬品の安定供給についての状況を確認していくが、結論としては、今回

の東日本大震災においては、医療用医薬品流通の特性とそのジレンマが医療用医薬品の供

給を阻害することはなかったことが、インタビューや供給の状況などによって把握できた

と考える。 
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①在庫の調整と安定供給 

 まず運転資本について、月末や期末において在庫の圧縮を実施し、翌月の初めに集中的

に供給するのであるが、月末などのタイミングで震災を含めた大規模災害が発生すると、

需要に応じたタイムリーかつ安定的な医療用医薬品供給を継続できない可能性が生じてく

る。 

東日本大震災が発生したその前月である 2011 年 2 月下旬にも、各医療機関、医薬品メ

ーカーや医薬品卸が例月どおり在庫を圧縮し、2 月末時点でのフリーキャッシュフローを

改善させていたと考えられる。その翌月である 3 月のはじめに一括納品があり、それから

10 日ほどのちに震災が発生した。震災は、在庫が圧縮される月末や期末での発生ではなか

った。さらに、震災の発生は、金曜日の午後であったが、医療機関が週末に向けてその日

の早いタイミングで在庫をすでに確保していたという点で幸いであったかもしれない。 

 また、たとえば薬価改定に際して、4 月に薬価が引き下げられる医療用医薬品は薬価改

定の実施前に事前に把握でき、医療機関に対して医薬品卸が供給する価格も薬価改定の実

施後に低下することが想定できる。そこで、薬価改定の実施前である 3 月下旬にはそれら

の医療用医薬品を買い控え、在庫圧縮をしておく医療機関がある。医薬品卸に対して医薬

品メーカーが供給する価格についても同様に低下が想定できるため、医薬品卸も薬価改定

の実施まではそれらの医療用医薬品を買い控え、在庫を圧縮する。薬価の引き下げは 4月

1 日からの適用であるとしても、在庫期間を考慮して医療機関や医薬品卸の仕入価格はそ

れよりも数日前に引き下がるため、その引き下げから 3月末までの数日間には、仕入れ価

格と薬価請求価格（もしくは供給価格）との差が大きくなり、それを「在庫差益」と呼ん

でいる。スケールメリットの発揮である。 

このように、仕入価格と薬価請求価格（もしくは供給価格）のスプレッドによる売上総

利益また営業利益の確保をめざした医療業界の制度に関連した在庫への影響によって、大

規模災害時において患者に対する医療用医薬品の投薬や医療機関に対する安定供給に支障

が出る可能性がある。東日本大震災が発生したこの年の 4 月は薬価改定が実施されなかっ

たことから、3 月における医療機関や医薬品卸の医療用医薬品在庫は、薬価改定が実施さ

れる年と比較すると大幅な圧縮はなかったと推察できる。 

なお、東日本大震災が発生し、その 3 月の下旬に入ると、医薬品卸の業界団体を通じて

医薬品メーカーに対して、「3 月末に向けた在庫圧縮をしないように」との申し入れを行う

動きもあった(23）。 
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以上のように、在庫圧縮や買い控えが行われるなどにより、医療機関、医薬品メーカー

や医薬品卸の在庫量が減少しているタイミングで大規模災害が発生すると、患者への投薬

や医療用医薬品の供給に影響が出る可能性がある。 

次に、大規模災害を想定した在庫と安定供給についてのジレンマについてである。これ

は、前に述べた月末や期末における在庫の圧縮や薬価改定時の在庫調整ということではな

く、常日頃の在庫の減少による運転資本の改善をめざすことによる影響である。 

医療機関、医薬品メーカーや医薬品卸は、日常、医療用医薬品の在庫を減少させて運転

資本を改善する取組みを進める場合がある。一方、大規模災害を想定して在庫する医療用

医薬品の選定数を拡げ、適切な在庫量を確保するに際しては、在庫量の増加にともなう在

庫管理コストの増加と併せて、運転資本の増加によるフリーキャッシュフローの悪化が想

定される。ここにジレンマが生じる。しかしながら、大規模災害による被害の想定を明確

に作り上げ、その前提に基づいてもしくは前提ごとに、薬効の特性を考慮した医療用医薬

品の選定を組み立てて、在庫を確保し、安定供給をめざす必要がある。 

この大手医薬品卸は独自に「大規模災害時の初動 3日間で需要が見込まれる医薬品リス

ト」を策定していた。これについてはすでに現在、さまざまな自治体や医療機関などが「緊

急用医薬品リスト」を作成し、災害時に供給する準備を整えており、また、大規模災害の

時間的な経過にともなって、求められる薬剤が変化することを想定したリスト作成への研

究も進められている状況にある。また、被害の想定に加えて仮需要の発生の可能性も含め

て医療用医薬品の在庫量を想定することが重要である。 

さらに、特に医薬品卸においては、在庫の確保とリスクを分散させることを視野に入れ

た医療用医薬品の備蓄拠点の検討と継続検証が非常に重要となる。これについても、運転

資本の増加と、広域での事業展開の必要性や大きな設備投資などによるフリーキャッシュ

フローへのマイナスが想定できるが、今回の東日本大震災では、広域で展開する大手医薬

品卸であったがゆえに、医薬品メーカーからの仕入れや各支店への供給について埼玉物流

センターを中心に展開でき、またその業務支援のための人員を確保することができた。 

なお、グループ各社や被害がなかった支社など各方面から送られてくる水や食料などの

支援・救援物資についても、埼玉物流センターに集積してそこから被災地域に配送を進め

るように、本社の災害対策本部が指示した。 

以上のように、医療機関、医薬品メーカー、医薬品卸におけるフリーキャッシュフロー

や制度・商慣習の観点での在庫調整と、その一方で、大規模災害が発生するタイミングや
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大規模災害の中での安定供給をめざした拠点構築を含む適正在庫の確保というジレンマに

ついて示した。 

今回の東日本大震災は、在庫の圧縮などが医療用医薬品の安定供給に悪影響を及ぼすよ

うなタイミングでの発生ではなかったと考えられる。 

 

②規模の経済と地域密着 

次に、医療用医薬品の流通を担う医薬品卸のもうひとつのジレンマとして、これも社会

性と、効率性もしくは収益性の２つの側面からとらえることができるのであるが、「規模の

経済」の強みを発揮するための取組みに関連するものである。 

いままで、医薬品卸はＭ＆Ａや広域化を進め、物流機能やシステム機能の強化と集約化・

効率化を図り、営業拠点の統廃合を進めるなどの展開によって効率性を高めてきた。 

また、規模の拡大による仕入力・物流力がリベートと呼ばれる割戻し利益の確保につな

がり、同じく規模の拡大による販売力の強化がアローアンスと呼ばれる販促利益のさらな

る確保につながり、それぞれ収益性の向上に結びついてきた。 

これらの効率性と収益性の向上による売上総利益ひいては営業利益の確保を通じて、医

薬品卸はフリーキャッシュフローを向上させることに努めてきた。しかしその一方で、こ

れらの取組みが地域密着型の事業展開の利点を損なった面があるのは否めない。 

規模の経済の発揮による効率性もしくは収益性の向上と、地域密着という２つの相反す

る課題を医薬品卸が、かつて実行できてきたことの理由のひとつとして、三村・伊藤によ

り次のような考え方が示されている（三村・伊藤 2007）。なお、この考え方については効

率と社会性（効果）という捉え方で展開されている。 

「医薬品流通の社会的性格を考えると、効率と社会性（効果）との均衡が重要となる。

かつての医薬品卸は、このときに相反する課題をさほど矛盾を意識することなく実行して

いた。それは経営環境が順調で競争圧力が弱かったためである。それに加えて、医薬品卸

が地域的な存在で、地域医療と密着した形で営業と物流が行われていたことによる。地域

事情を熟知し顧客（医療機関）との顔が見える関係構築が、医薬品卸の営業の強さとなっ

ていたのである」とある（三村・伊藤 2007,p.156）。 

続いて、そのマイナス面についても示されている（三村・伊藤 2007）。 

「しかし、急激な再編成と商物分離の進展は、医薬品卸の地域的繋がりを弱めてきたこ

とは否定できない。また、それは地域の実情を掌握する力を後退させていく。これまで緊
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急時に医薬品卸が果たしてきた機動的で迅速な医薬品供給活動は高く評価されているが、

それは地域事情を熟知した営業と物流活動が行われていたためである」と述べられている

（三村・伊藤 2007,p.156）。 

今回、確認したこの大手医薬品卸は、震災発生からの活動の中で、地域との良好な関係

があればこそ取り組むことができたのであろうと推察できる事象が数多くあった。お得意

様である医療機関への安否確認のための個別訪問と受注活動、ガソリン不足の対応策とし

て同業の医薬品卸各社との共助や連携による供給、地元のガソリンスタンドでの優先的な

給油、また、従業員の地元での採用など、地域に根ざして事業を展開しているからこそ、

大規模災害時において医薬品卸の強さを確認できた。 

医薬品卸が地域密着型の事業展開の利点を損なうことなく社会性を維持しつつ、その一

方で、規模の経済という強みをいかんなく発揮して効率性もしくは収益性の向上をめざす

という２つの併行した戦略推進について、今後も発生が予測される大規模災害において大

きな悪影響を及ぼさないと言えるであろうか。 

今回の東日本大震災においては、これらの取組み要因が医療用医薬品の供給を阻害する

ことはなかった。 

 

以上、医療用医薬品の流通において、その特性とジレンマをあらためて整理すると、図

-8 のとおりである。 

東日本大震災を契機として医薬品卸の事業構造や災害への対応状況を確認すると、「在

庫の調整と安定供給」と「規模の経済と地域密着」について、それぞれこのような関係性

すなわちジレンマが現出したと考える。 
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これらの併行した戦略をこれからも進めるとした場合、今後、発生が予測される大規模

災害において、このジレンマが医療用医薬品の安定供給への大きな支障となるリスクを生

み出す可能性があると考える。このジレンマを乗り越えて、医療機関やその先の患者に対

して、ニーズに応じた医療用医薬品をタイムリーに安定供給することが、医薬品卸の事業

に対する便益などの経済的評価に結びつく。 

 

（3）業界を越えた「連携」について 

この大手医薬品卸は、厚生労働省から「緊急通行車両確認標章」の交付があったことや、

医療用医薬品の安定供給に向けた自衛隊との連携などがあったものの、当時、医療用医薬

品卸の業界では大規模災害を見据えた事前の取り決めを外部と取り交わすということが非

常に少なく、そのため実際に東日本大震災が発生した際に、業界を越えた組織的かつ広範

な共助や連携という動きをインタビューで確認することはできなかった。 

この東日本大震災以降に、医薬品卸と地方自治体との災害協定締結などが進みつつある

状況である。 

また、たとえば 2017 年にセブン＆アイ・ホールディングズなど小売業に属する 7 つの

企業が、災害対策基本法に基づく「指定公共機関」となった。そして、2018 年 7 月 11 日、

西日本を中心とする豪雨への対応を目的として、輸送艦「おおすみ」は横須賀から呉まで
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経済産業省の依頼でコンビニへの配送トラックを運び、12 日には自衛隊車両がコンビニへ

の物資配送を行った（経済産業省 2018）。包括的な災害時協力の担い手として政府と関係

を結び、臨機に必要な協力を提供し合うことは有益であり、医療用医薬品供給においても

参考となる事例であろう。 

一方、東日本大震災発生の 2 年後、行政の動きとして緊急通行車両の事前届出制度が導

入されている（内閣府・消防庁 2013）。 

「事前届出制度は、各都道府県警察本部及び警察署において、災害応急対策活動の円滑

な推進に資するため、緊急通行車両として使用される車両であることについて、令第 33 条

の規定に基づく確認を行うこととなる車両を事前に届け出ておくことで、発災時の確認事

務の迅速化を図るもの」とある。医薬品・医療機器・医療用資材等を輸送する車両は、そ

の対象となっている。 

このように、事前の届出をしておくことで、災害が発生した場合に事前届出をしていな

い車両に優先して証明書などの交付を受けることができる制度を利用すべく、医療用医薬

品卸の業界では、業界団体が行政と医薬品卸との橋渡し的な役割を担い、円滑な手続きの

支援をしている。管理のためのコストが発生し、営業利益の減少要因にはなるが、この流

れにより、医薬品卸における緊急通行車両の事前選定と車両ナンバー登録を進め、大規模

災害発生時には警察署などで標章を早期に交付してもらえるための準備を整えている。 

東日本大震災における共助や連携の状況を分析し、あらためて見直し、今後はさらに、

大規模災害時に求められる医療用医薬品の円滑な輸送や車両の優先給油などの幅広い共助

や連携に向けて、行政や自治体また関係する他の業界団体などとの組織対組織における協

定やルールづくりを、業界を越えてあらかじめ進めておくことが求められる。 

 

11.結論と提言 

 

 ここまで、「供給」「特性・ジレンマ」「連携」の 3つの項目として区分し、先行研究の確

認と実際の医療用医薬品供給のグラフやインタビュー、災害対策本部の議事録や新聞記事

などによる確認を行った上で、さらにその検証を進めてきた。 

この流れを踏まえて、表-5 のとおり、それらの結果判断をあらためて要約してまとめた。

これを再確認し、近況を交えてさらにその課題の改善に向けてどのような取組みを進めて

いくべきであるかについて掘り下げ、提言していく。 
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まず「供給」については、東日本大震災において、医療用医薬品が医療機関に安定供給

される状況を医薬品卸の当時の販売データと活動状況また幅広い記録などにより確認し、

当時の医薬品卸の取組みや医療用医薬品流通の商慣習などの特性が安定供給に向けて功を

奏したことを確認できた。しかし、需要に対する供給への悪影響がなかったとはいえ、実

際には震災の発生後 2 日間である土曜日と日曜日は、復旧に充てることになってしまった

という事実はある。 

近年、整備が進んでいる自治体などによる地域防災計画やガイドラインにおいては、多

くの場合、災害発生から 3日間の供給の途絶を想定するよう医療機関・調剤薬局・区市町

村に求めているが、現状ではそのような対応準備が現場において浸透しているようには思

えない。また、調剤薬局を含めた医療機関が、大規模な災害発生から 3 日間の供給の途絶

を想定して、その 3 日間の医療用医薬品備蓄を安定的に確保しているという状況にもない。

さらに、各地方自治体などが避難所などの医薬品を備蓄・在庫管理している状況もない。 

次に、大きな破綻を見ることがなかった東日本大震災であったが、それはいくつかの幸

運に支えられたものであったこと、そしてその状況が変化し続けていることを「特性・ジ

レンマ」の項でまとめた。株式公開企業である大手医薬品卸や大手調剤薬局を中心に、フ

リーキャッシュフローを求めるがゆえに月末在庫を圧縮し、月初めにまとまった量の納品
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を求める傾向が強まっている。3 月 11 日の震災は、月初めの在庫を抱えての被災であった

ことなどにより不足が深刻化しなかったが、たとえば月末に大災害が起きればはるかに深

刻な状況が生じた可能性がある。 

 一方、医薬品卸の物流拠点が集約化・広域化される近年の傾向は、「在庫が被災地域の近

くにない」可能性を高める。東日本大震災では被災地域外の拠点からの納品を行うなど、

バックアップし合える程度の広域化にとどまっていたため、かえって好都合でさえあった。

しかし人口減少時代に入り、物流の効率性と災害時供給能力のジレンマはますます深刻に

なると思われ、将来的には注意すべき課題であろう。 

また、ジェネリック医薬品の増加、同一製剤の複数メーカーからの発売、包装単位の差

異などにより、管理すべき医療用医薬品の数は前述の薬価基準収載品目数を大きく上回り、

現在なお増加する傾向にある。さらに、技術進歩により開発された最近の新薬は、温度管

理をはじめとして非常に高度な管理・配送技術が求められるものもある。これらによって

医療機関や医薬品卸の管理・在庫コストが増大していることはもちろん、災害時の医薬品

供給は将来ますます難しくなると考えられる。 

これらに対処していく新しい力となりうる要素を、「連携」にまとめた。東日本大震災で

も、緊急通行車両確認標章やガソリン供給といった個別の問題が、被災後の協力関係構築

によって軽減された事例はあったが、すでに指摘した様々な問題についても、責任分担（広

義のリスクコントロール）と費用分担（広義のリスクファイナンス）は、誰かが無制限に

引き受けるには重すぎ、何らかの連携によって実現するしかないであろう。 

求められる在庫の確保や備蓄拠点の構築については、医薬品卸各社が独自で推進するこ

とと併せて、全国の医薬品卸各社や医薬品卸の各業界団体が災害時の共助や連携に向けた

協定締結や事前の協議を進めることも有効となるであろう。 

そのためには、医薬品卸はどのような活動に取り組めば良いのか。具体的なアイデアを

以下のとおり 2 つ提示する。 

ひとつは、現在、「地域包括ケアシステム」の構築をめざした診療報酬改定が示されてお

り、機能強化も進められているが、その取組みに関するものである。 

地域ごとの仕組み構築の面で注目されているこの地域包括ケアシステムは、「団塊の世

代が 75 歳以上となる 2025 年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自

分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・

生活支援が包括的に確保される体制（地域包括ケアシステム）の構築を実現」しようとす
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るものである（厚生労働省 2018）。 

地域包括ケアシステムの構築については、医療、介護、地域行政などのそれぞれの立場

から推進事例や課題抽出に関する研究が多いが、連携についての課題をまとめたものとし

ては、たとえば成木が、サービスを統合していく上での基盤として多職種および多機関の

連携が重要であると述べている（成木 2016）。 

業種を越えた連携は、この地域包括ケアシステムを構築する上での推進力になると考え

る。そのため、BCP 構築とその運用についてもこのシステムと連動する形で、社会性をも

って、地域包括ケアシステムの一部として行政や医療機関、また医薬品卸などが、異業種

の企業とともに地域の自主性や主体性に基づいて共同で整備していくという方向性が検討

に値するであろう。さらに具体的には、地方自治体が確保しておくべき緊急性の高い医療

用医薬品について、医薬品卸と共同で設置場所の確保と管理を行い、共同で費用負担する

などの方策が考えられる。 

もうひとつは、医療用医薬品の供給において、前述のとおり大きな課題である災害など

の際に運用される避難所や仮設住宅への対応についてである。 

災害などの発生とともに構築される避難所や仮設住宅の敷地内に、公民一体となって臨

時の医療機関や調剤薬局を迅速に設置することが有効であると考える。医薬品卸において

は、医療用医薬品の安全性管理、品質管理、トレーサビリティの実現、債権回収を円滑に

実施し、これらの施設に医療用医薬品を安定供給できるための事前準備を整え、そのマニ

ュアルを BCP にあらかじめ落とし込んでおくということが考えられる。なお、その際、支

援物資としての医療用医薬品について、どのように取り扱うかについては大きな課題とな

る。 

全国の医薬品卸各社の支店・各事業所を合計すると 1,000 を超える。これらが所轄の都

道府県知事による許可などを得て販売活動を行っているのであるが、支店・各事業所が主

体的に地域の行政・自治体などと綿密な連携を図り、各拠点での備蓄在庫の拡大とインフ

ラ整備などをめざすことができる BCP を築くことで、医療用医薬品の安定供給と地域密着

という社会性の発揮につながると考える。 

 

12.今後の課題 

 

本稿において、医療用医薬品供給の意味合いとしては、医療用医薬品の流通を担う医薬
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品卸が、災害における医療機関に対する供給について着目したものであり、また医薬品卸

と医療機関との繋がりを中心に展開してきたものである。この分析により、広く医療業界

における BCP の構築についての一助となることを期待する。 

しかしながら、さらに大きく医療業界における災害時の医療用医薬品の供給というもの

を捉えるとき、医療機関や医薬品メーカーそれぞれの視点による分析があろう。 

また供給の繋がりという面から、医療機関の視点として捉えた医薬品卸からの供給、医

薬品メーカーの視点としての医薬品卸への供給という分析が求められる。 

一方、医薬品メーカーから医薬品卸への供給について、本稿では大きくは取り上げてい

ない医薬品卸の視点による詳細な分析についても、今後の課題として残されている。 

以上 
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＜参考図-1＞厚生労働省（2017）「厚生労働省防災業務計画(図 2 から図 4)」,pp.90-92 
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＜参考図-2＞F 検定による分散検定「エチゾラム（販売名デパス）錠 0.5mg の供給錠数」 

 

 

 

 

 

F-検定: 2 標本を使った分散の検定

岩手県 岩手県

2011年 2013年
平均 0.47452 0.284871
分散 0.146891 0.048438
観測数 21 24
自由度 20 23
観測された分散比 3.032566
P(F<=f) 片側 0.005928

F 境界値 片側 2.047638

宮城県
F-検定: 2 標本を使った分散の検定

宮城県

2011年 2013年
平均 0.326757 0.285776
分散 0.035007 0.029427
観測数 21 24
自由度 20 23
観測された分散比 1.189633
P(F<=f) 片側 0.341776

F 境界値 片側 2.047638

福島県
F-検定: 2 標本を使った分散の検定 F-検定: 2 標本を使った分散の検定

福島県 福島県改

2011年 2013年 2011年 2013年
平均 0.278912 0.618076 平均 0.278912 0.278275
分散 0.014812 0.090866 分散 0.014812 0.017912
観測数 21 21 観測数 21 20
自由度 20 20 自由度 20 19
観測された分散比 0.16301 観測された分散比 0.861218
P(F<=f) 片側 7.98E-05 P(F<=f) 片側 0.377404

F 境界値 片側 0.470775 F 境界値 片側 0.453865
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＜参考図-3＞F 検定による分散検定「エチゾラム（販売名デパス）錠 0.5mg の供給件数」 

       

 

 

 

 

 

F-検定: 2 標本を使った分散の検定
岩手県 岩手県

2011年 2013年
平均 0.494318 0.322404
分散 0.04433 0.038762
観測数 21 24
自由度 20 23

観測された分散比 1.143647
P(F<=f) 片側 0.38354
F 境界値 片側 2.112399

宮城県
F-検定: 2 標本を使った分散の検定
宮城県

2011年 2013年
平均 0.262019 0.361111
分散 0.020833 0.036165
観測数 21 24
自由度 20 23

観測された分散比 0.576039
P(F<=f) 片側 0.096752
F 境界値 片側 0.49642

福島県
F-検定: 2 標本を使った分散の検定 F-検定: 2 標本を使った分散の検定
福島県 福島県改

2011年 2013年 2011年 2013年
平均 0.470238 0.548341 平均 0.470238 0.288525
分散 0.033152 0.054812 分散 0.033152 0.015429
観測数 21 21 観測数 21 20
自由度 20 20 自由度 20 19

観測された分散比 0.604828 観測された分散比 2.148709
P(F<=f) 片側 0.134652 P(F<=f) 片側 0.050684
F 境界値 片側 0.470775 F 境界値 片側 2.155497
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＜注＞ 

（1）医療用医薬品とは、医師の処方もしくは指示に従って、病院や診療所、また調剤薬

局にて提供される医薬品のことである。 

（2）米国において、Robert I.Mehr と Bob A.Hedges の著書（Mehr and Hedges 1963）以

来、「企業におけるリスク管理という新しい分野への研究に対する関心が高まった」

とある（Head 1982,p.181）。 

（3）リスク理論の構造、またリスクマネジメントの定義については、武井（1987）や河

村（2011）に詳しい。なお、確率的に処理が不可能であるリスク（真の不確実性）

において、マネジメントの可能性についての議論も活発である。 

（4）リスクコントロール（risk control）という用語は、1966 年に出版された『リスク

コントロール』に登場する（Mcdonald 1966,Preface）。ここでは、「リスクコントロ

ールは、火災、盗難、災害、および死亡等々の事故から生じる経済的損失のリスク

のコストを最小限にしようとする事業体の努力を指す」としている。 

（5）当時、「想定外」についての認識に対して、たとえば、2011 年 4 月 10 日付の河北新

報に掲載された「東日本大震災 識者座談会」にて、養老孟史氏が「この国のシステ

ムに問題があったことは皆が気が付いている。東電だけの問題ではない。『想定外』

と言うが、合理化する理屈はあとからついてくる。『採算』と言うことで（問題が）

矮小（わいしょう）化されてきた」と述べて（河北新報社［編］2011,p.204）、採算

重視によるシステム構築の不備を理屈で丸め込むというような考え方を非難してい

る。 

    また、酒井は、knight の理論やその経済思想をまとめた研究論文にて、「2011 年

3 月 11 日の東日本大震災を経験した我が国では、原発の大惨事を『想定外』の事象

として思考停止するような傍観者的態度は到底許されるものではないのだ。いわゆ

る想定外の事象を積極的に想定するような『リスク経済学』の必要性が日々に高ま

っている」と述べている（酒井 2012,pp.7-8）。 

（6）厚生労働省は、災害拠点病院として、下記の運営が可能なものであることとしてい

る（厚生労働省 2012）。 

① 24 時間緊急対応し、災害発生時に被災地内の傷病者等の受入れ及び搬出を行う

ことが可能な体制を有すること。 

② 災害発生時に、被災地からの傷病者の受入れ拠点にもなること。なお、「広域災
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害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）」が機能していない場合には、被災地か

らとりあえずの重症傷病者の搬送先として傷病者を受け入れること。また、例え

ば、被災地の災害拠点病院と被災地外の災害拠点病院とのヘリコプターによる傷

病者、医療物資等のピストン輸送を行える機能を有していること。 

③ 災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）を保有し、その派遣体制があること。また、災

害発生時に他の医療機関のＤＭＡＴや医療チームの支援を受け入れる際の待機場

所や対応の担当者を定めておく等の体制を整えていること。 

④ 救命救急センターもしくは第二次救急医療機関であること。 

⑤ 地域の第二次救急医療機関とともに定期的な訓練を実施すること。また、災害時

に地域の医療機関への支援を行うための体制を整えていること。 

⑥ ヘリコプター搬送の際には、同乗する医師を派遣できることが望ましい。  

(7）医薬品卸の事業展開の中で柱となる重要な役割として、日本医薬品卸売業連合会

は、以下の 4項目を掲げている（日本医薬品卸売業連合会 2018,p.4）。 

「第一に、『物的流通機能』である。これは医薬品供給に重要となる仕入機能、保管

機能、品揃機能、配送機能、品質管理機能の 5 つの機能に分類できる。第二に、『販

売機能』である。これは販売促進機能、販売管理機能、適正使用推進機能、コンサ

ルティング機能の 4 つの機能に分類できる。第三に、『情報機能』である。これは医

薬品等に関する情報の収集・提供機能、顧客カテゴリーに応じた情報提供機能の 2

つの機能に分類される。第四に、『金融機能』である。これは債権・債務の管理を行

う機能である。以上の各項目について医薬品卸は高い倫理観をもって、役割として

実践している」と示している。 

また、災害時などにおける医薬品卸の基本的な役割として、「大震災、台風による

風水害、SARS、新型インフルエンザなどの発生時には、国、地方自治体と協力体制

をとり、医薬品等の迅速かつ安定的な供給に努めています」と掲げている（日本医

薬品卸売業連合会 2018,p.4）。 

(8）薬事法を改め、2014 年 11 月 25 日を施行日として「医薬品、医療機器等の品質、有

効性及び安全性の確保等に関する法律（略称:医薬品医療機器等法、薬機法）となっ

た。 

（9）薬価基準に収載されている品目数は増加傾向にあり、2019 年 3 月 14 日現在では

17,149 品目となっている。その内訳は、内用薬 10,741 品目、注射薬 3,977 品目、
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外用薬 2,403 品目、歯科用薬剤 28 品目である（厚生労働省 2019）。 

(10）東日本大震災当時、このように医薬品卸上位 5 社でシェア 70％といういわゆる上位

集中度が高い状況であったが、その後もこの集中度には大きな変化はない。 

(11）薬価とは、医療用医薬品ごとに、またその規格ごとに厚生労働省が定めた価格であ

り、医療機関はこの価格にて健康保険組合に請求する。薬価改定とは、医薬品卸が

医療機関に販売した実勢価格や使用量などに基づいて薬価を見直すものである。震

災が発生した当時は、改定が原則 2 年に 1回の実施であり、2011 年には、その薬価

改定が実施されなかった。 

(12) なお、2016 年 10 月以降、処方元（病院や診療所）と同一敷地にある「敷地内薬

局」の開設が認められている。 

   調剤薬局については、上記の敷地内薬局以外に、その展開方法や経営形態によっ

て特性がある。たとえば、処方箋を受ける方法の特性で区分してみると、ある特定

の処方元のそばに開設し、非常に少数の限られた処方元から発行される処方箋に基

づき調剤する「門前薬局」、街中で近隣の処方元からの処方箋を受ける「地域調剤薬

局」、日用品や一般用医薬品などの販売と同一場所で処方箋を受ける「ドラッグスト

ア」というように区分できるであろう。 

また、たとえば、経営形態や展開規模という点に着目すると、個人主が経営する

「個店調剤薬局（パパママ薬局ともいう）」、地域エリアにて展開する「地域チェー

ン調剤薬局」、広域エリアにて展開する「大手広域チェーン調剤薬局」、上述の「ド

ラッグストア」というように区分することもできる。 

(13）本稿筆者は、東日本大震災の発生当時、この医薬品卸の総務部門に所属しており、

大震災の災害対策本部事務局のメンバーのひとりとして議事録の作成や救援物資な

どの対応を担っていた。 

(14）経済的評価については、費用に見合った価値を明確な形として評価するという考え

方に立脚している。医療についての経済的評価についてとりまとめると、まず、「大

別して、効果を金銭換算する費用便益分析と、効果を金銭単位以外の指標で表す費

用最小化分析・費用効果分析・費用効用分析の 2 つに分けられる」と整理されてい

る（福田 2013,p.587）。 

     「効果」については、「例えば生存年数の延長や治癒した患者数、あるいは臨床検

査値等、様々な指標を用いることが可能である」としている（福田 2013,p.587）。 
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「効用」については「生存年数と QOL（Quality of Life）の両方を考慮した質調

整生存年（Quality Adjusted Life Year:QALY）といった指標を用いる方法である」

と述べている（福田 2013,p.587）。 

「便益」については、健康から生活者が得た満足度を金銭で測定する」としている

（赤澤 1998,p.174）。 

    なお、費用最小化分析については、「新しい技術と比較対照の技術で効果が同じ場

合に用いる方法で、この場合には費用が少ない方が効率的と判断できる」という分析

である（福田 2013,p.587）。 

(15）企業の社会的責任（CSR）について、足立は CSR の定義として、「持続可能な社会の

建設に向けた公共政策を柱とする社会的規制と連動した企業の社会的責任に関わる

自主管理の取組みである」としている（足立 2009,p.8）。 

また、宮川は、社会的責任論の系譜を整理するひとつの観点として、企業に関す

る次の三つのモデルの比較を提起されている（宮川 1975,pp.276-277,[ ]内の文言

は本稿筆者が付記）。 

   ①古典的市場経済モデル 

        企業の社会的責任は利潤を求めて最大限の効率を達成することによって、自動

的にはたされるとされる。 

   ②裁量的経営者モデル 

         企業経営者の多くは、[中略]彼の効用関数は利潤だけの関数ではない。このよ

うな企業経営者は、いわゆる進歩的利己主義にもとづき、慈善その他自らが社会

的善と考えるものに対して裁量的支出をすることをもって社会的責任と考えるの

である。 

     ③社会的システムモデル 

      経営者は単なる“経済”人ではなく、企業は単なる“経済組織”ではない。企

業は一つの“社会システム”であって、それはより大きな社会システムとの相互

作用を通じて、多くの社会的関係や社会的価値を生み出すものである。したがっ

て、企業は単にその経済的生産物に対してだけでなく、その社会的生産物に対し

ても責任をもたなければならない。これを社会的システムモデルの考え方と呼ぶ

ことができるであろう。 
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(16）この余剰資金であるフリーキャッシュフローは、将来に向かう企業の現在価値さら

にそれを足し合わせた企業価値を測定できる指標の一部としても組み込まれる。こ

の算出された企業価値により理論株価を導くことができる。また、この余剰資金は

有利子負債の返済に使用することと併せて、株主への還元すなわち配当や自己株式

の取得にも向けられる。 

(17）フリーキャッシュフロー（FCF）と災害に備えた医薬品等の必要物資の確保との 

関係については、本稿筆者が執筆者のひとりとして、病院の側からとらえた事業継

続計画（BCP）の考え方の一例を記述している（堂本 2013,pp.99-102）。 

 (18）株式会社メディセオ（東京都中央区八重洲 2-7-15）は、株式会社メディパルホール

ディングスの子会社であり、医療用医薬品等卸売事業における中核を担う企業であ

る。中国地方、四国地方、九州・沖縄地方以外のエリアで事業展開している。 

（19）この大手医薬品卸が策定したリストは、薬効を 50 分類し、それぞれの分類ごとに 1

種類から数種類の医療用医薬品を独自に選定しており、選定した医療用医薬品ごと

にその必要数や貯蔵方法などが一覧で示されている。なお、このリストに挙げられ

た緊急医薬品 127 品目以外に透析用輸液も、受注とは関係なく搬送している。 

（20）震災が発生した 2011 年 3 月度における岩手県の県外への転出超過数は 1,787 人であ

り、その前年同月である 2010 年 3 月度における転出超過数は 2,320 人である（総務

省統計局 2012,p.2）。 

（21）宮城県では、災害医療チームである「JMAT 宮城」を医師会だけでなく 4 団体（歯科

医師会、薬剤師会、看護協会、医薬品卸組合）と共に立ち上げることで「オール宮

城体制」を構築し、これにより医薬品卸が救護所・避難所に直接医薬品供給を行う

ことが事実上可能となった（日本医薬品卸売業連合会 2015,p.17）。このような動き

が今後広がっていくことが期待されるが、医薬品卸が医療用医薬品の適正な供給・

管理という重責を担いながら、救護所や避難所への供給体制を準備しておくことは

大きな課題であると考える。 

（22）いわき支店は 3 月 16 日から 3 月 21 日まで閉鎖しており、3月 22 日（火）から再開

した。支店の閉鎖は本社の災害対策本部の指示であったが、再開にあたっては現地

からの再開要望もあり、本社の災害対策本部が検討を重ね、労働組合とも協議した

上で再開を通知した。出勤者については支店メンバーの中から有志を募る形とし、

その結果、支店長以下 18 名が応じた。 
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   福島原発の事故に関連して、IAEA（国際原子力機関）の見解に基づく日本国政府と

しての公式見解・指示は、20km 圏内の人は避難、30km 圏内の人は屋内への避難とい

うものであり（福島県 2017）、いわき支店はこれらの圏外であったため、再開にあた

ってはこの政府指示を参考にしたものであった。しかし、注意事項として以下の点を

通知した。戸外活動は必要最小限に留めること。福島第一原発から 30km 以内には入

らないこと。戸外ではマスク、手袋、帽子、ゴーグルを着装し、可能な限り素肌を露

出しないこと。マスクは N95 マスク等の高規格品を優先使用すること。ウィルス感染

防止用に配備した PPE の 6 点セット（個人防護用具=防護服、ゴーグル、N95 マスク、

手袋、シューズカバー、廃棄用ビニール袋）一式を車両に積載しておくこと。 

   なお、ウィルス感染防止用の PPE では放射線を防ぐことはできないが、塵などの放

射性下降物を吸引できるし、身体に付着することをある程度防ぐことができると申

し添えた。 

(23) 医薬品卸が業界団体を通じて医薬品メーカーに申し入れする項目として、在庫圧縮

の抑制のほかに、安定供給、被災品を含めた医療用医薬品の返品対応、支払い猶予が

あった。 
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